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Ⅰ．序論 
 序論では本研究の背景を説明し，研究の目的・意義について述べる． 
 
【研究背景】 
 近年腰痛症は増加の一途を辿っており，国民の多くが発症した経験を持つ疾患である．
特に保健・衛生業種は腰痛発症率が高く，代表的な職種である看護師・介護職種の腰痛有
訴率は高いと報告されている(Smith,D.R. et al 2003)． 
近年の研究では，腰痛症の要因として腰痛発症，慢性化の要因として人間工学的要因と
心理社会的要因が存在することが報告されている(Matsudaira,K.et al2015)．人間工学的
要因とは物を持ち上げることや前屈みの姿勢をとることなど，腰部に直接負担がかかる要
因のことを指す．心理社会的要因とは間接的に腰痛症に対して悪影響をあたる因子であり，
職場や家庭環境から心理的なストレスに至るまで様々な要因が報告されている
(McMahon,M.J, Gatchel,R.J, Polatin,P.B, Mayer,T.G. 1997, Macfarlane,GJ. et al2009)．
最近では心理社会的要因が特に注目されており，先行研究でも心理社会的要因が筋骨格系
疼痛と強く関連していると報告されていることから(Macfarlane. GJ, et al2009)，人間工
学的要因だけでなく心理社会的要因にも配慮した治療を行うことが望ましいと考えられる．
理学療法分野においても腰痛症患者に対する患者教育として「重量物を持つ際には，膝を
屈曲させ，体幹を伸展させた状態で行うこと」や「頭上にある物を取る際には，踏み台に
片足をかけて行う」といった人間工学的要因を重視した患者教育を行ってきた(明日徹. 
2002)．しかし，重量物を持ち上げる際に，心理社会的要因を有する方が人間工学的要因で
ある椎間板圧縮率が高くなることが先行研究より示唆されており(Katsuhira,J.et al 
2013)，人間工学的要因のみに焦点を当てた教育では腰痛症の改善に効果がないことが報告
されている(Martimo,K.P. 2007)．心理社会的要因の中でも，特に恐怖回避思考は重要視さ
れている因子である．恐怖回避思考とは痛みの経験から痛みが生じることを恐れて，動作
や活動を制限する思考のことで，腰痛症の発症や慢性化に関わる危険因子として報告され
ており(Fujii,T, Matsudaira,K, Oka,H. 2013)，重点的に改善するべき因子であると思わ
れる．しかし，厚生労働省より発行される「職場における腰痛対策指針」が平成 25年に 19
年ぶりに改訂されたが，心理社会的要因に関する記述は「腰痛症には心理社会的要因の関
与も指摘されており，職場においては上司や同僚のサポートが重要であり復職などに関す
る相談窓口の設置などを検討することが望ましい」と述べられるにとどまっており，恐怖
回避思考に関する記述はなく，具体的な対策も記述されているとは言い難いのが現状であ
る(厚生労働省．2013)． 
以上より日本では職場における腰痛症対策として恐怖回避思考に着目した対策は講じら
れていないことから，具体的な対策方法を確立することは喫緊の課題であると思われる．
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理学療法士が従来から実施してきた人間工学的要因に関する教育に加えて，恐怖回避思考
の改善に重点をおいた腰痛対策教育を実施することで腰痛症改善に寄与することができれ
ば具体的な対策を提案することができると考えられる． 
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【研究の目的・意義】 
近年，腰痛症の要因として人間工学的要因と心理社会的要因が報告されている
(Matsudaira,K. et al2015)．腰痛多発職種の 1つである保健・医療業種に従事する勤労者
の人間工学的要因としては体位変換や移乗の回数が報告されており，心理社会的要因とし
ては恐怖回避思考が腰痛症の発症や慢性化に影響を与える重要な因子であると考えられて
いる(Fujii,T. et al2013)． 
人間工学的要因に対する対策としては移乗する際の正しい姿勢や体位変換時にベッドの
高さを上げて膝をついた状態で体位変換を行うなどを指導する対策はすでに行われている
(厚生労働省．2013)．しかし，恐怖回避思考に対する対策としては集学的治療に関する報
告が多く(本田 哲三．1988)，1 回の介入時間や介入期間が長いことから，実際の職場の腰
痛症対策として取り入れることは難しい(本田 哲三．2005)． 
先行研究より短期間の科学的根拠に基づく教育によって腰痛症が改善し，医療費が軽減
することは報告されており(Udermann, BE. et al2004，Buchbinder,R. et al2001)，すで
に行われている人間工学的要因に対する教育に加えて恐怖回避思考にも効果のある腰痛対
策教育を確立することができれば，保健・医療業種に従事する勤労者に対して，職場で実
現可能な恐怖回避思考を軽減させる具体的な対策を提案することができると思われる． 
以上より，本研究は医療従事者の腰痛症において恐怖回避思考は考慮すべき要因である
ことを示唆し，職場でも実現可能な人間工学的要因と心理社会的要因を複合した腰痛対策
教育が勤労者の恐怖回避思考にどのように影響を与えるかを調査することで，職場におけ
る腰痛症対策を構築する基盤となるデータを提供することが目的である． 
本博士研究によって医療従事者の腰痛症において恐怖回避思考を考慮すべきであり，腰
痛対策教育によって変化しうる恐怖回避思考の因子を明らかにすることができれば，本研
究で行った腰痛対策教育の特性が明らかになると思われる． 
職場における腰痛症対策は作業スペースや温度，湿度といった労働環境や人間関係，労
災申請のしやすい環境づくり，休憩時間の確保や体操の指導など様々な要因を複合して取
り組まなければならないと考えられている(厚生労働省．2013)．本研究によって腰痛対策
教育の特性が明らかになることは今後の職場における腰痛症対策の 1 つとして理学療法士
による腰痛対策教育を提案する基礎データの 1 つとなると考えられる．以上が本研究の意
義である． 
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Ⅱ．文献検討 
 本章では，概念枠組みや検討課題の設定に必要と思われる文献検討の内容について記載
する． 
 
【腰痛症に関する疫学調査】 
 近年，腰痛症をはじめとする筋骨格系疾患は増加の一途を辿っており，医療費の高騰に
関しても重要な問題とされている．先行研究においても日本全国 148万人から 2万人を無
作為に抽出し，筋骨格系関連部位および頭痛や歯痛も含めた疼痛愁訴の実態を明らかにす
る目的で行われた大規模調査の結果，直近 1カ月の腰痛有訴率は 25.2％であり，3 カ月以
上続く慢性腰痛の有訴率も 10.7％であったことや，勤労者の腰痛の実態を把握するととも
に，特に「仕事に支障をきたす非特異的腰痛」の新規発生および遷延化の危険因子を探索
することを主目的とした前向き研究では生涯を通して腰痛症の病歴が存在するのは 75％で
あると報告されている(Matsudaira,K. et al 2012)．またスウェーデンで実施された 25～
74歳の一般住民 1,806名を対象としたアンケート調査では(回答率 90％)23％が 3 ヶ月以上
の腰痛症であると報告されており
(Andersson,H.I,Ejlertsson,G, Leden,I,Rosenberg,C.1993)，腰痛症は多くの国民が発症
し，慢性化するリスクが存在する疾患であると思われる．さらに腰痛症の問題点としては
再発率の高さが挙げられており，既往歴のない患者の 22％，既往歴のある患者の 56％が 1
年以内に再発し，全腰痛患者の再発率は 60％であるとの報告(Hasegawa,T,Katsuhira,J, 
Matsudaira,K, Iwakiri,K, Maruyama,H2003)や腰痛の痛みと活動障害は 1ヶ月で改善して
82％が職場復帰を果たすものの，１年以内に 73％が再発するといった報告がある
(Pengel,L.H, Herbert,R.D, Maher,C.G, Refshauge,K.M 2003)． 
 また特に保健・衛生業種は腰痛発症率が高く，代表的な職種である看護師・介護職種の
腰痛有訴率は高いと報告されている(Smith,D.R et al 2003)． 
 
【腰痛症の要因】 
 腰痛症の要因に関しては多くの先行研究がなされており，アンケート調査を行った先行
研究においては腰痛発症，慢性化の要因として人間工学的要因と心理社会的要因が存在す
ることが報告されている(松平浩, 町田秀人, 内田 毅 2009)．人間工学的要因とは腰部に
直接的に負荷を与えている要因のことで主にメカニカルストレスを指している．具体的な
人間工学的要因としては，20kg以上の重量物を日常的に取り扱う，25㎏以上の重量物を持
ち上げる，体位変換や中腰での作業が多い，介護作業に従事していることなどが挙げられ
る(Matsudaira,K.et al2011, Matsudaira,K.2012)．一方，心理社会的要因とは間接的に腰
痛症に対して悪影響をあたる因子であり，以下に論述するように家庭環境から心理的なス
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トレスに至るまで様々な要因が報告されている．先行研究より報告されている具体的な心
理社会的要因としては，仕事の要求度が高い，仕事の満足度が低い，リストラクチャリン
グ・人員削減に伴う事業縮小，幼児期の虐待・ネグレクト，思春期の経済状況が悪い，社
会的地位が低い，職場の人間関係が悪いことなどが挙げられる(Kivimaki,M, Vahtera,J, 
Elovainio,M, Pentti,J, Virtanen,M.2003, McMahon,M.J. et al2009)．また，腰痛は有害
なものである，もしくは重い障害を招く危険性があるという思い込みや，恐怖回避思考(痛
みを恐れて動作や活動を避ける)と活動レベルの低下，抑うつ状態や引きこもり傾向，自ら
積極的に治そうというより，むしろ受身的な治療が役立つ，という考えを保有していると
腰痛症悪化のリスクが上がるとしている(Macfarlane,GJ. et al2009, Buchbinder,R.et 
al2001)． 
以上より，腰痛症の発症や慢性化の要因として人間工学的要因と心理社会的要因が存在
する．近年では画像診断技術の向上により，椎間板ヘルニアや脊柱管狭窄症，脊髄損傷な
どの疾患を診断することが容易となってきた．しかし，腰痛症は約 85％が原因を特定でき
ない非特異的腰痛症であり，重篤な基礎疾患のない腰痛患者に画像検査を行っても臨床転
帰は改善しないため，過度な画像診断は控えるべきであるとされている(Chou,R, Fu,R, 
Carrino,J.A, Deyo,R.A2009, Elfering A. et al2002)．最近では活動障害を伴う腰痛の予
測因子は，MRI・椎間板造影所見よりも，心理的苦痛，恐怖回避の思考といった心理社会的
因子が深くかかわっていると報告されている(Carragee,E.J, Alamin,T.F, Miller,J.L, 
Carragee,J.M. et al2005)． 
 しかし，一方で人間工学的要因が腰痛症の発生要因であるとされる論文も存在する(藤村 
宜史・他 2012)．腰痛症の発症が多いとされる保健・福祉業種の看護師においては，体位
変換，移乗，中腰での作業が腰痛症を発症させるリスクのある動作であると報告されてお
り(藤村 宜史・他 2012)，人間工学的要因と心理社会的要因の両面から治療を行っていく
ことが必要であると思われる． 
 
【本研究において着目した心理社会的要因…恐怖回避思考とは】 
上記に示したように心理社会的要因は仕事の要求度が高い，仕事の満足度が低い，労働
環 境 の 悪 化 な ど 多 岐 に わ た っ て お り (Kivimaki,M. et al2003, McMahon,MJ. et 
al1997,Macfarlane,GJ. et al2009)，全てを把握することは極めて困難であることから本
研究では恐怖回避思考に着目した． 
恐怖回避思考とは図 1 に示すような恐怖回避モデルの一部である痛みや不安から活動を
制限しようとする思考である(Leeuw,M. et al2007)．恐怖回避モデルとは正常な状態であ
れば疼痛を経験したのち速やかに緩解するが，心理社会的要因を抱えている状態では疼痛
の体験が不安や恐れに繋がることで活動を制限し廃用症候群やうつ傾向を呈することで機
能障害が生じ更なる疼痛を引き起こし，悪循環に陥るとする概念である．また恐怖回避思
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考は腰痛症を重症化させる独立した危険因子として報告されており(Fujii,T.et al2013)，
最も重点を置いて考慮すべき心理社会的要因であると考えている． 
 
 
図 1：恐怖回避モデル(Leeuw,M. et al2007より改変抜粋) 
 
 
【恐怖回避思考の定量化】 
恐怖回避思考に関する評価としては日本語版 Fear-Avoidance Beliefs Questionnaire（以
下，日本語版 FABQ）がある．日本語版 FABQは身体の動作（前かがみになる，持ち上げるな
ど）が腰痛に影響を与えると思うか否かを問う質問紙であり，腰痛症の痛みに対する不安
や恐怖について評価するためのツールとして開発され，先行研究においても予測妥当性が
高いことが報告されている．また日本語版 FABQは信頼性，妥当性が先行研究より担保され
ている質問紙である(Matsudaira,K.et al2012)． 
日本語版 FABQ の質問項目としては前半の 5 項目は，「1.私の腰痛は身体の動作が原因で
生じた」，「2．身体の動作は，私の腰の痛みを悪化させる」，「3．身体の動作は，私の
腰に悪い影響を与えるかもしれない」，「4．私の腰痛を悪化させる（悪化させるかもしれ
ない）ような身体の動作はするべきでない」，「5．私の腰痛を悪化させる（悪化させるか
もしれない）ような身体の動作はできない」である．本質問紙における身体の動作とは前
かがみになる，持ち上げる，歩く，運転するなどと定義されており，それらの動作が腰痛
症に影響を与えていると考えている度合いを 0：まったくそう思わないから，6：全くその
通りであるまでの 7段階で回答する．以上より日本語版 FABQの前半項目は主に身体の動作
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が腰痛症に影響を与えていると考えているかを反映する項目であると思われる．後半項目
は，「6．私の腰痛は，仕事のせいであるいは仕事中のハプニング（偶発的な出来事）が原
因で生じた」，「7．私の腰痛は仕事によりさらに悪化した」，「8．私の腰痛に対して，
私は補償を請求する権利がある」，「9．私にとって普段の仕事は重労働過ぎる」，「10．
私の普段の仕事は，腰の痛みを悪化させる，もしくは悪化させる可能性がある」，「11．
私の普段の仕事は，私の腰に悪い影響を与えるかもしれない」，「12．現在の腰痛を抱え
たまま私の普段の仕事をすべきでない」，「13．現在の腰痛を抱えたまま私の普段の仕事
はできない」，「14．私の腰痛が治るまで，私の普段の仕事はできない」，「15．3か月以
内に私の普段の仕事に復帰できるとは思わない」，「16．もう二度と私の普段の仕事に復
帰できるとは思わない」の 11項目である．回答は普段の仕事がどの程度あなたの腰痛に影
響するかについて，前半項目と同様に 0：まったくそう思わないから，6：全くその通りで
あるまでの 7 段階で回答する．以上より，FABQ 後半項目は普段の仕事が腰痛症に影響を与
えると考えているかを反映する項目であると思われる． 
 
【腰痛症に対する治療】 
 腰痛症に対する治療としては，先行研究より急性腰痛症に関しては患者を安心させるこ
とや，日常生活活動を可能な限り維持するよう助言すること，安静臥床は勧めないことが
推奨されている(Hilde,G, Hagen,K.B, Jamtvedt,G, Winnem,M. 2002, Hagen,K.B, Hilde,G, 
Jamtvedt,G, Winnem,M. 2004,Buchbinder,R. et al2001)．また，慢性腰痛症に関して，物
理療法は勧めないこと，薬物療法や徒手療法は短期間に限ること，運動療法を行うこと，
認知行動療法，集学的治療が推奨されると報告されている(Martimo,K.P. et al2007)． 
 また，慢性腰痛患者に対する読書療法の有効性を追跡調査した結果，読了後 1週間で 52％
の患者が改善し，9 ヶ月後，18 ヶ月後もさらに改善し続けたとする報告(Udermann, BE.et 
al2004)や，オーストラリアのビクトリア州(人口 500 万)で大規模なメディアキャンペーン
を実施した結果，労災申請が 15％減少，医療費が 20％減少し，事実上 33 億円の医療費削
減に成功したとする報告もあり(Buchbinder,R. et al2001)，腰痛症患者に対して科学的根
拠に基づいた正しい内容が記載されている本を読ませ，腰痛症に関する知識をつけるとい
った腰痛対策教育が有用であると示唆される．本邦においても職場における腰痛症対策と
して心理・社会的要因によるストレスが腰痛症を悪化させる要因であると述べており(松平 
浩・他 2013)，腰痛症患者に対して，心理・社会的要因が腰痛症のリスクファクターになり
うることを啓蒙している． 
 しかし，腰痛症患者を治療する機会の多い理学療法士は，従来から腰痛症患者に対する
患者指導として「重量物を持つ際には，膝を屈曲させ，体幹を伸展させた状態で行うこと」
や「頭上にある物を取る際には，踏み台に片足をかけて行う」といった人間工学的要因を
重視した患者指導を行ってきた(明日徹. 2002)．先行研究においても人間工学的要因に対
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する指導のみでは著明な効果を認めないことが報告されており(Martimo,K.P.2007)，理学
療法士が腰痛症患者に対して行う患者指導を再考する必要があると考えられる． 
 
【集学的治療とは】 
現在，腰痛症の恐怖回避思考に対するアプローチとして集学的治療がある．集学的治療
とは医師，看護師，臨床心理士，作業療法士，理学療法士などが共同で患者に対して介入
を行い，患者に腰痛症が改善しているという実感を持たせながら徐々に考え方や腰痛を改
善させていく治療方法である．医師は患者の教育や薬物療法による疼痛コントロール，看
護師は全般的なサポート，臨床心理士はオペラント条件付けの立場から，腰痛が生じない
動作や生活場面を想起させ行動変容を促す，作業療法士は実動作訓練により疼痛が生じに
くい ADL 指導，理学療法士は運動療法による身体活動量増加をそれぞれ担当する(本田 哲
三．2005)． 
先行研究における具体的な治療戦略は以下のとおりである．集学的治療の介入期間は 1
～数人の疼痛性患者に対して毎週月曜日から金曜日までの 5 日間 3 週間の外来通院を原則
とする．第 1週は評価期間で PT は筋力・関節可動域・心肺機能などの体力測定を行う．OT
は座位または立位作業の耐久性とともに日常生活活動における身のこなし方の評価を施行
する．臨床心理士は痛みに関 する患者の認知や疼痛行動の強化子を把握し，精神科医は重
篤な精神疾患を除外する．以上の過程のなかで，患者の疼痛行動は逐次カンファレンスの
なかで報告される．そして，最終的には金曜日の評価会議で適否の検討のうえで訓練期間
にはいる．その際，訓練期間中にはスタッフは「従来の痛みはとりあげない」旨を確認の
うえで治療契約が結ばれる． 訓練期間（第 2～3 週）では，医師は痛みの教育（認知的ア
プローチ），臨床心理士はリラ クセーションや注意の分散などの認知的方略・自己主張訓
練などを行う．さらに理学療法士は評価期間中の測定値をベースラインとしてその 70％程
度から徐々に負荷を増加させていくプログラムにより筋力・持久力増加訓練を施行する．
さらにレクリエーションとして非競争的で本人の得意とする軽スポーツを実施する．一方
作業療法士は日常生活におけるボデイメカニクスの指導をするともに，陶芸，皮細工， 木
工など本人の嗜好にあわせて創造的な作業 を実施し，座位および立位作業時間が徐々に延
長するように企画する(本田 哲三．2005)． 
以上より集学的治療は 1 回の介入時間が長時間におよび，期間も 3 週間かかると報告し
ている先行研究もあり，改善には長期間におよぶ治療が必要であることが示唆される． 
 
【保健・福祉現場での腰痛対策の実際】 
保健・福祉現場に対する腰痛症対策としては平成 25 年に改訂された職場における腰痛症
予防対策指針においても患者や利用者を抱え上げて移乗する際は 2 人以上で介助すること
が望ましいと記述されるなど，人間工学的要因に配慮した対策は講じられている．しかし
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心理社会的要因に関しての記述は乏しく，対策が十分であるとは言い難いのが現状である
(厚生労働省．2013)．心理社会的要因の一つである恐怖回避思考に関しては日本語版の質
問紙が開発されて年月も浅く保健・福祉領域に限定したデータが十分に収集されていない
ことも対策が取られない背景の一つとして考えられる． 
 
【科学的根拠に基づく腰痛対策教育とは】 
本研究における科学的根拠に基づく腰痛対策教育とは，既存の研究より効果が明らかに
なっている腰痛症に対する認知的アプローチである．図 1 にて示したように腰痛症患者は
恐怖回避思考を有していることで，痛みへの不安や恐れ感から身体活動を制限し，さらな
る腰痛症の悪化を招くことが報告されている(Leeuw,M. et al2007)．その悪循環に陥らな
いためにも安静を取ることは逆に症状を悪化させる可能性があること，可能な範囲で仕事
を続けた方が良い影響を与えることなど，痛みによって活動を制限するよりも，むしろ身
体活動量を向上させるような腰痛対策教育を行うことで腰痛症の予後が改善することが報
告されている(Udermann, BE. et al2004，Buchbinder,R. et al2001)． 
検討課題 2 では恐怖回避思考に対する腰痛対策教育として専門機関によって監修された
既存の資料を先行研究より科学的根拠が示されていることを確認した上で引用し，腰痛症
に関するエビデンスに基づいた正しい知識を提供することを目的に実施した．具体的な内
容としては，腰痛症のリスクファクターとして恐怖回避思考が重要な要因であることを説
明し，腰痛症を発症した際に，安静を取ることは逆に症状を悪化させる可能性があること，
可能な範囲で仕事を続けた方が良い影響を与えることなどを中心に指導した．また，人間
工学的要因である体位変換の方法や移乗時の姿勢についても指導した． 
なお，詳細な腰痛対策教育の内容に関しては検討課題 2の方法に記載した． 
 
【文献検討まとめ】 
疫学調査からも腰痛症の発症率は高く，特に保健・福祉業務に従事する勤労者の腰痛有
訴率は高いと報告されている(Smith,D.R et al 2003)．腰痛症の要因としては人間工学的
要因と心理社会的要因が挙げられており，両面から治療を実施していくことが望ましいと
考えられる．保健・福祉領域において腰痛の有訴率が高い人間工学的要因は体位変換，移
乗動作の介助，中腰での作業である(藤村 宜史・他 2012)．心理社会的要因は様々あるが，
特に恐怖回避モデルの 1 部である恐怖回避思考が腰痛症に強い影響を与えることが先行研
究より明らかであり(Fujii,T.et al2013)，本研究においても着目した． 
人間工学的要因に対する対策としては従来から理学療法士が実施してきた患者教育があ
る．具体的な教育内容としては移乗時に腰椎を伸展させた正しい姿勢を教育することや体
位変換時にベッドの高さを上げて腰部負担を減らす方法を教育するなどが挙げられる(厚
生労働省．2013)．一方，恐怖回避思考に対しては，職場における腰痛対策として具体的な
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方法は記述されていない(厚生労働省．2013)．恐怖回避思考を軽減させる治療方法として
は集学的治療がある．集学的治療とは医師，看護師，臨床心理士，作業療法士，理学療法
士などが共同で患者に対して介入を行い，患者に腰痛症が改善しているという実感を持た
せながら徐々に考え方や腰痛を改善させていく治療方法である(本田 哲三．2005)．集学的
治療は 1 回の介入時間が長いため，実際に職場で実施することは困難である(本田 哲三．
2005)． 
以上より，本研究にて対象とする保健医療業種に従事する勤労者の腰痛症おいて恐怖回
避思考に着目する必要性を明らかにするために, 検討課題 1 として「腰痛症発症および慢
性化のリスクとして考えられている人間工学的要因と恐怖回避思考が，看護・介護職に従
事する勤労者の腰痛症に与えている影響を明らかにする」を設定した． 
また，検討課題 2 として「看護師・介護士に対して業務終了後に腰痛対策教育を 1 時間
行い，腰痛対策教育が対象者の恐怖回避思考にどのような影響を与えるかを検討する」を
設定し，実際の職場でも実現可能な腰痛対策教育の特性を明らかにする必要があると思わ
れる． 
検討課題が証明されることで．本研究の目的である医療従事者の腰痛症において恐怖回
避思考は考慮すべき要因であることを示唆し，看護師・介護士の恐怖回避思考に対して職
場でも実現可能な腰痛対策教育が恐怖回避思考にどのように影響を与えるかを調査するこ
とで，恐怖回避思考に対する職場でも実施可能な治療戦略を構築する基盤となるデータを
提供することは達成できると思われる． 
なお，文献検討に使用したすべての文献の要約を次項にまとめる． 
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No 
報告者 
（報告年） 
対象 方法 
主要な 
アウトカム 
要約 
1 
Andersson 
HI. et al 
(1993) 
25～74歳の
一般住民 
   1,806 名 
アンケート
調査 
腰痛有訴率 23％が 3ヶ月以上の腰痛である． 
2 
Boos N. et al 
(1995) 
健常成人 46
名 
前向きコホ
ート研究 
椎間板変性,職
業上の問題,心
理社会的要因 
健常者の 76％に椎間板ヘルニア
が，85％に椎間板変性が存在し，
手術適応との差は職業上の問題
(仕事上のストレス・集中度・満
足度・失業)と心理社会的問題
(不安・抑うつ・自制心・結婚・
生活)である．                                
3 
Buchbinder 
R. et al 
(2001) 
介入群 4730
名，対象群
2556 名の合
計 7286 名 
RCT 疼痛 
大規模なメディアキャンペーン
を実施した結果，労災申請額が
15％減少，医療費が 20％減少し，
事実上 33億円の経費削減に成功
した． 
4 
Buchbinder,R
.et al 
(2001) 
介入群 4730
名と対照群
2256 名 
アンケート
調査 
腰痛症の回復
具合，消費した
金額 
腰痛症に対して正しい知識を与
え，身体活動量を維持させた方
が腰痛が改善し，医療コストも
軽減した． 
5 
Carragee. EJ 
et al 
(2005) 
慢性腰痛と
慢性疼痛症
候群患者 
41名 
前向きコホ
ート研究 
画像所見,心理
社会的要因,慢
性腰痛の発症 
慢性腰痛と慢性疼痛症候群を５
年間追跡した結果，重篤な慢性
腰痛の予測因子は，ＭＲＩ所見
や椎間板造影所見ではなく心理
社会的因子である． 
6 
Chou,R.et al 
(2009) 
6研究，1804
名 
システマテ
ィックレビ
ュー 
画像所見,特異
的腰痛症の有
無，腰痛症の程
度 
画像検査は腰痛症の転帰に影響
を与えない為，臨床医はルーテ
ィンな画像検査は慎むべきであ
る． 
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7 
Deyo R A.et 
al 
(1992) 
6研究 
システマテ
ィックレビ
ュー 
神経症状など，
レッドフラッ
グの有無 
健常成人の 70%が腰痛症の経験
を持っているが，重篤な疾患は
1.5%以下であり 85%以上が非特
異的腰痛症である． 
8 
Elfering A. 
et al 
(2002) 
健常成人 41
名 
前向きコホ
ート研究 
椎間板変性の
程度 
健常者の椎間板をＭＲＩで 5年
間観察した結果，重い物を持ち
上げる・重い物を運ぶ・身体を
捻る・身体を曲げるといった従
来の危険因子の影響を受けてい
ない． 
9 
Fujii T.et al 
(2013) 
勤労者 65000
人 
インターネ
ットアンケ
ート調査 
筋骨格系疼痛
の有訴率，欠勤
率 
腰痛症の生涯有病率は 83%であ
り，4人に 1人が腰痛症による欠
勤を経験している． 
10 
Fujii T.et al 
(2013) 
20-70歳の
52650 名 
アンケート
調査 
日本語版 FABQ，
腰痛症の程度，
身体活動量，労
災申請額 
日本語版 FABQは腰痛症の程度や
労災申請額と関連があるが，日
本語版 FABQが低いほど身体活動
量が高い． 
11 
Hagen KB. et 
al 
(2004) 
11研究 1963
名 
システマテ
ィックレビ
ュー 
疼痛 
非特異的腰痛には安静臥床より
も活動性を維持した方が疼痛緩
和には有効である． 
12 
Head,J.et al 
(2006) 
3817 名の英
国公務員 
前向きコホ
ート研究 
作業環境，欠勤
率 
心理社会的な作業環境の悪化は
欠勤率に影響を及ぼす． 
13 
Hestbaek L. 
et al 
(2003) 
36研究 
システマテ
ィックレビ
ュー 
腰痛発症率 
既往歴のない患者の 22％，既往
歴のある患者の 56％が 1年以内
に再発し，全腰痛患者の再発率
は 60％である 
14 
Hestbaek,L.e
t al 
(2008) 
1542 名 
前向きコホ
ート研究 
家庭環境，経済
状況，筋骨格系
疾患の発症率 
思春期（12-18歳）の劣悪な家庭
環境，経済状況の状態は，その
後の筋骨格系疾患の罹患に影響
を与える． 
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15 
Hilde G. et 
al 
(2002) 
4研究 491名 
システマテ
ィックレビ
ュー 
疼痛 
急性・亜急性の非特異的腰痛は，
ベッドで安静にするよりも活動
性を維持した方が効果的で，激
痛のために安静臥床を強いられ
ている場合は，できるだけ早く
普段どおりの生活へ戻るべきで
ある． 
16 
Holmberg,S.e
t al 
(2003) 
農業従事者
1221 名，非農
業従事者
1130 名 
横断研究 
腰痛症状，疾患
暴露，腰椎変性 
腰部負担の強い農業従事者の方
が非農業従事者よりも椎間変性
がなく腰痛発症率も低い． 
17 
Kivimaki M. 
et al 
(2003) 
886自治体の
従業員 
前向きコホ
ート研究 
腰痛症発症,死
亡 
リストラされた地方公務員を３
年間追跡した結果，腰痛を含む
筋骨格系疾患の増加と早期死亡
リスクの上昇が認められた． 
また人員削減対策で事業規模を
縮小した企業で働く勤労者は，
仕事量の増加・ストレスの増
大・健康状態の悪化・腰痛や筋
骨格系疾患の増加・早期死亡リ
スクの増加といった問題に直面
する． 
18 
Leeuw, M.et 
al 
(2007) 
- レビュー - 
恐怖回避モデルによる悪循環を
提言している． 
19 
Macfarlane 
GJ. et al 
(2009) 
1958 年英国
出生コホー
ト研究に同
意し,45年間
の追跡調査
が可能であ
った者 
前向きコホ
ート研究 
社会的地位,慢
性疼痛の有無 
筋骨格系疾患と社会階層(社会
的地位)には相関があり，社会的
地位が低いと慢性疼痛のリスク
が 3倍に上昇することから，格
差社会の是正によって筋骨格筋
疾患が減少する可能性がある． 
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20 
Macfarlane. 
GJ, et al 
(2009) 
15研究 
システマテ
ィックレビ
ュー 
力学的因子,心
理 
    社会的因
子,腰痛症の痛
みの程度 
15研究をレビューした結果，力
学的因子より心理社会的因子
(仕事の要求度が高い・仕事の満
足度が低い)が筋骨格系疾患の
痛みと慢性化の予測因子であ
る． 
21 
Martimo,K.P 
(2007) 
11研究 18422
名 
システマテ
ィックレビ
ュー 
疼痛，疼痛関連
障害，病欠 
物の持ち上げ方といった人間工
学的な指導は疼痛および疼痛に
よる欠勤とは無関係である． 
22 
Matsudaira 
K.et al 
(2011) 
2290 名 
アンケート
調査 
腰痛症の慢性
化，人間工学的
要因，心理社会
的要因 
腰痛症の慢性化には，人間工学
的要因として 20kg以上の重量物
を日常的に取り扱う，持ち上げ
動作や前かがみ動作が多いこと
がある．心理社会的要因は，仕
事の低満足度や上司のサポート
不足などがある． 
23 
Matsudaira 
K.et al 
(2012) 
5310 名の内，
2年間のフォ
ローアップ
が可能であ
った 3194名 
前向きコホ
ート研究 
腰痛症の新規
発症，人間工学
的要因，心理社
会的要因 
腰痛症の新規発症には，人間工
学的要因として 25kg以上の重量
物を持ち上げる，持ち上げ動作
や前かがみ動作が多いことがあ
る．心理社会的要因は，職場の
人間関係のストレスなどがあ
る． 
24 
Matsudaira,K
.et al 
(2014) 
1786 名の日
本人 
アンケート
調査 
腰痛発症,身体
活動,仕事,気
分不快尺度 
日本語版 FABQにおいて既存の質
問紙から妥当性を証明し,因子
分析より内的整合性から信頼性
を証明している． 
25 
Matsudaira,K
.et al 
(2015) 
フォローア
ップ可能で
あった 3811
名 
前向きコホ
ート研究 
不安尺度，ADL，
恐怖回避思考 
心理社会的要因は腰痛症の慢性
化に影響を与える因子である． 
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26 
McMahon MJ. 
et al 
(1997) 
精神ケアを
終了した 473
名 
前向きコホ
ート研究 
疼痛,手術率,
職場復帰率 
幼少期に虐待歴のある腰痛患者
は，心理的苦痛レベルが高く，
職場復帰率が低く，退院後の手
術実施率も高い． 
27 
Pengel LH. et 
al 
(2003) 
15研究 
システマテ
ィックレビ
ュー 
腰痛発症率 
痛みと活動障害は 1ヶ月で改善
して 82％が職場復帰を果たすも
のの，１年以内に 73％が再発し
てる． 
28 
Smith,D.R. 
(2003) 
329名 横断研究 腰痛有訴率 
腰痛症をはじめとした筋骨格系
疾患は日本の看護師に有意に多
い． 
29 
Udermann BE. 
et al 
(2004) 
慢性腰痛症
患者 46名 
前向きコホ
ート研究 
疼痛 
慢性腰痛患者に対する読書療法
の有効性を追跡調査した結果，
読了後 1週間で 52％の患者が改
善し，9ヶ月後，18ヶ月後もさ
らに改善し続けた． 
30 
Van Tulder 
MW. et al 
(1997) 
80研究 
システマテ
ィックレビ
ュー 
レントゲン写
真（椎間板狭小
化,骨棘および
硬化症の存在）
と腰痛症の痛
みの程度 
画像検査で確認できる脊椎分離
症・脊椎辷り症・潜在性二分脊
椎・腰仙移行椎・変形性脊椎症・
ショイエルマン病は腰痛とは無
関係で，全腰痛患者の 85％以上
は原因が特定できない非特異的
腰痛症である． 
31 
Videman,T. 
(2007) 
35-70歳の
600名 
前向きコホ
ート研究 
椎間板変性,活
動量，遺伝的因
子 
椎間板変性は物を持ち上げるな
どの影響を受けず，遺伝などの
影響が強い． 
32 
Walker BF 
(2000)+B2:B2
9 
56研究 
システマテ
ィックレビ
ュー 
腰痛有訴率 
腰痛症の時点有病率は 12～
33％，年間罹患率は 22～65％で
あり，生涯罹患率は 11～84％で
ある． 
33 
明日徹 
(2002) 
- レビュー - 
身体的負担による腰痛症予防に
ついて記述している． 
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34 
伊藤俊一・他 
(2007) 
- レビュー - 
腰痛症の理学療法的治療に関し
て人間工学的要因を中心に解説
している． 
35 
藤村宜史・他 
(2012) 
- 
アンケート
調査 
腰痛有訴率，仕
事時の動作 
看護・介護領域において，体位
変換，中腰での作業，移乗動作
において腰痛症発症・慢性化の
リスクが高い 
36 
本田哲三 
（1998） 
- レビュー - 
慢性疼痛の認知行動療法に関す
る紹介 
37 
本田哲三 
（2005） 
慢性腰痛患
者 22名 
介入研究 
腰痛の程度，心
理的要因 
認知行動療法が腰痛症改善に有
効であると示している 
38 
松平浩 
(2013) 
- レビュー - 
職場における腰痛症対策として
心理社会的要因に考慮した記述
がされている． 
39 
松平浩・他 
(2009) 
20000 名 
アンケート
調査 
腰痛症の有訴
率，慢性化率,
人間工学的要
因，心理社会的
要因 
腰痛発症，慢性化の要因として
人間工学的要因と心理社会的要
因が存在する 
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Ⅲ．概念枠組み 
本章では文献検討によって得られた知見より本研究の概念枠組みを説明する．さらに概
念枠組みから考えられる本研究の独創性について記述する． 
 
【概念枠組み】 
疫学調査から腰痛症の発症率は高く，特に保健・福祉業務に従事する勤労者の腰痛有訴
率は高いと報告されている(Smith,D.R et al 2003)．腰痛症の要因としては人間工学的要
因と心理社会的要因が挙げられており，両面から治療を実施していくことが望ましいと考
えられる．しかし日本における腰痛対策は恐怖回避思考に重点を置いた具体策は確立して
おらず，実際の職場でも取り組まれていないのが現状である． 
本博士研究にて，日本の保健医療業種に従事する勤労者の腰痛症に恐怖回避思考が関連
することを示し，人間工学的要因に加えて恐怖回避思考にも着目した腰痛対策教育の特性
を明らかにすることで，職場における腰痛対策の発展に寄与することが可能であると考え，
以下の検討課題を設定した． 
 本研究は検討課題を 2 つ設定した．検討課題 1 は，保健・福祉業種に従事する勤労者の
腰痛症に対して恐怖回避思考が度腰痛症にどのような影響を与えているかを人間工学的要
因と比較することで明らかにする．検討課題 2 は，腰痛対策教育は，保健・福祉業種に従
事する勤労者の恐怖回避思考にどのような影響を与えるかを明らかにすることである． 
腰痛症の発症や慢性化に関わるリスクファクターである恐怖回避思考を軽減させること
は腰痛症対策における喫緊の課題であると考えられる．しかし，保健福祉領域では移乗動
作や体位変換動作など腰部への直接的な負担である人間工学的要因が腰痛症に影響を与え
ていることも報告されており(藤村 宜史・他 2012)，恐怖回避思考と人間工学的要因のど
ちらを重要視するべきであるかは一定の見解を得ていないことから，検討課題 1 で保健・
福祉業種に従事する勤労者の腰痛症に影響を与えている因子を明らかにし，恐怖回避思考
に着目する必要性を検討する． 
保健・福祉業種に従事する勤労者の腰痛症に恐怖回避思考が影響を与えていることが明
らかとなった場合，検討課題 2 を実施する．検討課題 2 は職場でも実現可能な腰痛対策教
育は，保健・福祉業種に従事する勤労者の恐怖回避思考にどのような影響を与えるかを明
らかにすることである．腰痛対策教育が恐怖回避思考に与える影響が明らかになれば，本
研究にて実施した腰痛対策教育の特性が明らかになると思われる． 
厚生労働省より発行される「職場における腰痛予防対策指針」が平成 25 年に 19 年ぶり
に改訂されたが，心理社会的要因に関する記述は「腰痛症には心理社会的要因の関与も指
摘されており，職場においては上司や同僚のサポートが重要であり復職などに関する相談
窓口の設置などを検討することが望ましい」と述べられるにとどまっており，恐怖回避思
20 
 
考に関する記述はなく，具体的な対策も記述されているとは言い難いのが現状である(厚生
労働省．2013)．勤労者の恐怖回避思考を軽減させる具体的な対策を構築する上で実際の職
場でも実現可能な腰痛対策教育の特性が明らかになることは有用であると思われる． 
以上より，博士研究の目的である保健・福祉業種に従事する勤労者の恐怖回避思考に対
する治療戦略を構築する基盤となるデータを提供することが可能であると考え，検討課題 1，
2を設定した． 
 
【本研究の独創性】 
本研究の独創性は，従来から理学療法士が実施してきた人間工学的要因に対する教育に
加えて，恐怖回避思考を軽減させるための教育を腰痛対策教育に組み込み，恐怖回避思考
に与える影響を検討することで，腰痛対策教育の特性を明らかにしたことである． 
厚生労働省より発行される「職場における腰痛予防対策指針」が平成 25 年に 19 年ぶり
に改訂されたが，心理社会的要因に関する記述は「腰痛症には心理社会的要因の関与も指
摘されており，職場においては上司や同僚のサポートが重要であり復職などに関する相談
窓口の設置などを検討することが望ましい」と述べられるにとどまっており，心理社会的
要因に関する記述は乏しく，具体的な対策も記述されているとは言い難いと思われる(厚生
労働省．2013)．しかし，心理社会的要因の 1つである恐怖回避思考は腰痛症のリスクファ
クターであることは先行研究より明らかになっている(Fujii,T. et al 2013)．また，本研
究で使用した FABQは 2011 年に言語妥当性が担保されてから(Matsudaira,K. et al2012)今
日に至るまで，腰痛症発症のリスクファクターであることや腰痛や身体活動量との関連は
報告されているが(Matsudaira,K. et al2015)，日本人勤労者の恐怖回避思考を軽減させる
具体的な対策は，まだ明らかになっていない． 
従来から理学療法士が腰痛症患者に対して行ってきた治療としては，有酸素運動や筋力
トレーニング，ストレッチなどの運動療法に加えて，患者教育が挙げられる(伊藤俊一, 隈
元庸夫. 2007)．理学療法士は「重量物を持つ際には，膝を屈曲させ，体幹を伸展させた状
態で行うこと」や「頭上にある物を取る際には，踏み台に片足をかけて行う」といった人
間工学的要因を重視した患者教育を行ってきた(明日 徹. 2002)．しかし重量物を持ち上げ
る際に，心理ストレスを負荷された方が人間工学的要因である椎間板圧縮率が高くなるこ
とが先行研究より報告されており(Katsuhira,J.et al 2013)，恐怖回避思考を抱えた状態
で移乗動作や体位変換動作を行うことは腰部負担を増大させ，腰痛症を発症させる危険性
を高めることが考えられる． 
本研究で実施した腰痛対策教育の内容としては恐怖回避思考を軽減させるための教育と
運動学・解剖学に基づく腰部負担を軽減させる姿勢などの人間工学的要因に関する教育と
を組み合わせて構成されている． 
以上より，腰痛症のリスクファクターであり，具体的な対策が講じられていない恐怖回
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避思考を考慮した腰痛対策教育の特性を明らかにしたことは独創性があると考えられる． 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
22 
 
Ⅳ．検討課題 1 
【研究目的】 
本検討課題の目的は，腰痛症発症および慢性化のリスクとして考えられている人間工学
的要因と恐怖回避思考が，看護・介護職に従事する勤労者の腰痛症に与えている影響を明
らかにすることで看護・介護職に従事する者の腰痛症に対して恐怖回避思考を考慮するこ
との重要性を示唆することである． 
 
【対象と方法】 
・対象 
病院長，看護部長，施設長より研究実施の承諾が得られた病院・介護老人福祉施設に勤
務し，介護・看護業務に従事する者 442名（看護師 312 名，看護助手 24名，介護士 106名）
に質問紙を配布した．取り込み基準としては 1 年以上，看護・介護業務に従事した経験が
ある者，全ての質問項目に欠損なく回答した者とした．除外基準としては医師による脊柱
管狭窄症と診断された者とした．回答欠損や管理・事務職など介護・看護業務に直接的に
従事しない者，除外基準となる者を除外した結果，398 名が対象となった．対象者の内訳は，
看護師 289 名（急性期，療養型勤務 187 名，回復期，外来勤務 107 名），看護助手 22 名，
介護士 87 名である． 対象とした看護師，介護士，看護助手は腰痛多発職種の 1 つである
保健衛生業に分類されること，看護師や介護士の腰痛有訴率は 80%以上とも報告されている．
また，平成 25年に改訂された職場における腰痛症予防対策指針においては，患者や利用者
を抱え上げて移乗する際は 2 人以上で介助することが望ましいと記述されるなど保健衛生
業種に限定した対策が講じられており，保健衛生業種に従事する勤労者の腰痛症対策は社
会的にも重要な課題であると思われる．以上より本検討課題では対象者を看護師，介護士，
看護助手とした． 
    
・測定方法 
測定方法は，病院長，看護部長，施設長より研究協力の承諾が得られた病院，介護老人
福祉施設に勤務するスタッフ各 1 名が研究協力者となり，病院，施設に勤務する看護・介
護職に従事する者，全員に自己記入式の質問紙を配布させて頂いた．対象者は質問紙に回
答して頂いた後に，研究協力者に記載内容が明らかにならないよう封書の上，質問紙を提
出して頂いた．なお，記入された質問紙は研究協力者が回収し，研究者責任者によって個
人が特定されないようにデータを Excelに記録した後，質問紙を破棄した． 
 以下の項目を測定データとして質問紙にて聴取した（付録 1）． 
基本属性として，年齢，性別を，また看護・介護業務に従事した経験年数（以下，経験
年数），腰痛症の既往（脊椎関連疾患を有している場合は医師より診断された病名）を収集
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した．経験年数は現在の職場と過去の職場での経験年数の合算値とした．また看護師に限
り，勤務する病棟を急性期，療養型，回復期，外来より選択して頂いた． 
人間工学的要因としては日勤帯勤務時の 1 日で移乗介助を行う平均的な回数（以下，移
乗回数），日勤帯勤務時の 1日で体位変換を行う平均的な回数（以下，体位変換回数）を聴
取した．測定項目を移乗回数および体位変換回数とした理由は，先行研究にて看護師を対
象に「腰痛を感じる業務はどのようなものか」をアンケート調査した結果，移乗および体
位変換動作が多く回答されたためである．また，本検討課題では回数の多い少ないで人間
工学的要因を量的に評価している．これは 20㎏の重量物を持ち上げる動作が頻繁であるほ
ど腰痛症の有訴率が高いという先行研究があり，同様の運動を継続すると筋疲労により筋
出力が低下し椎間板をはじめとする腰部への直接的な負担が増大すると考えられるため，
本検討課題では移乗回数および体位変換回数を人間工学的要因であると定義した． 
腰痛症の程度は評価する方法として，「日常生活および業務中を含めて最近 1週間の腰痛
の程度の平均はどの程度でしたか」という質問を実施した．腰痛の定義は，背部の第 12肋
骨から臀溝までの範囲におけるどこかの疼痛とし，腰痛の程度を Numerical Rating Scale
（以下，NRS）を用いて評価した（0点：全く痛みなし 10点：今まで経験した中で最も強
い痛み）． 
恐怖回避思考に関する評価としては日本語版 FABQ を使用した．日本語版 FABQ は身体の
動作（前かがみになる，持ち上げるなど）が腰痛に影響を与えるか否かを問う質問紙であ
り，腰痛症の痛みに対する不安や恐怖について評価するためのツールとして開発された質
問紙である．質問項目としては前半の 5項目は，「1.私の腰痛は身体の動作が原因で生じた」，
「2．身体の動作は，私の腰の痛みを悪化させる」，「3．身体の動作は，私の腰に悪い影
響を与えるかもしれない」，「4．私の腰痛を悪化させる（悪化させるかもしれない）よう
な身体の動作はするべきでない」，「5．私の腰痛を悪化させる（悪化させるかもしれない）
ような身体の動作はできない」である．本質問紙における身体の動作とは前かがみになる，
持ち上げる，歩く，運転するなどと定義されており，それらの動作が腰痛症に影響を与え
ていると考えている度合いを 0：まったくそう思わないから，6：全くその通りであるまで
の 7段階で回答する．以上より日本語版 FABQの前半項目は主に身体の動作が腰痛症に影響
を与えていると考えているかを反映する項目であると思われる．後半項目は，「6．私の腰
痛は，仕事のせいであるいは仕事中のハプニング（偶発的な出来事）が原因で生じた」，
「7．私の腰痛は仕事によりさらに悪化した」，「8．私の腰痛に対して，私は補償を請求
する権利がある」，「9．私にとって普段の仕事は重労働過ぎる」，「10．私の普段の仕事
は，腰の痛みを悪化させる，もしくは悪化させる可能性がある」，「11．私の普段の仕事
は，私の腰に悪い影響を与えるかもしれない」，「12．現在の腰痛を抱えたまま私の普段
の仕事をすべきでない」，「13．現在の腰痛を抱えたまま私の普段の仕事はできない」，
「14．私の腰痛が治るまで，私の普段の仕事はできない」，「15．3か月以内に私の普段の
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仕事に復帰できるとは思わない」，「16．もう二度と私の普段の仕事に復帰できるとは思
わない」の 11項目である．回答は普段の仕事がどの程度あなたの腰痛に影響するかについ
て，前半項目と同様に 0：まったくそう思わないから，6：全くその通りであるまでの 7 段
階で回答する．以上より，FABQ 後半項目は普段の仕事が腰痛症に影響を与えると考えてい
るかを反映する項目であると思われる．また日本語版 FABQは言語的妥当性が先行研究より
担保されている質問紙である(Matsudaira,K. et al2012)． 
 
・統計学的解析 
統計学的解析は，NRSを従属変数，年齢，経験年数，移乗回数，体位変換回数，日本語版
FABQ を独立変数として重回帰分析を実施した．また看護師に限り，急性期・療養型病棟，
施設に勤務する者と回復期病棟・外来に勤務する者に群分けし，各項目におい
て Mann-Whitney's U-test を実施した．いずれの検定も有意確立は危険率 5%未満とした．
なお，統計学的解析には IBM SPSS Statistic 22を使用した． 
 
・新規性 
 検討課題 1 の新規性は，対象を勤労者とし職種を限定した上で，心理社会的要因の 1 つ
である恐怖回避思考を定量化する質問紙である日本語版 FABQを使用している点，保健・福
祉業種に従事する勤労者の業務内容である体位変換回数や移乗回数を人間工学的要因と定
義し，腰痛症との関連を検討している点，保健・福祉業種に従事する勤労者の恐怖回避思
考と腰痛との関連を示した点である． 
 
・倫理的配慮 
本研究において使用する質問紙は無記名であることから，質問紙に回答し，提出するこ
とで承諾を得たこととした．質問紙の表紙には参加については自由意志であり質問紙に回
答しても提出は拒否できる事，回答することに同意されない場合や中断された場合にも，
何も不利益や支障は生じないこと，本研究にて知り得た情報(プライバシー)は厳重に守ら
れる事を明記した．上記方法にて研究方法を説明し，理解と同意を得た場合，質問紙に回
答し，提出することで承諾を得たこととした．研究において知り得た個人情報の管理を厳
重に行い，対象者の個人情報が明らかにならない形で Excelを用いて電子データ化した後，
生データである質問紙は破棄した． 
個人情報流出に関する安全性に対する配慮としては質問紙を提出する際は，記載内容が
明らかになることがないよう，封書の上，各病院の研究協力者に提出して頂いた．また，
質問紙は無記名とした． 
なお本検討課題は聖隷クリストファー大学倫理員会の承認を得て（承認番号：13045），
研究実施病院の管理者（施設長，病院長，看護部長）の了解を得た上で実施している． 
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【結果】 
・解析対象者について 
 質問紙を配布した対象者は 442名（看護師 312名，看護助手 24名，介護士 106名）であ
り，全項目に欠損なく回答し，除外基準に該当しなかった者は 398 名であった．対象者の
内訳は看護師 289名（急性期，療養型勤務 187名，回復期，外来勤務 107名），看護助手 22
名，介護士 87名である．本検討課題ではこの 398名を解析対象とした（有効回答率：90.0%）． 
 
・対象者の属性および測定結果 
 全対象者の基本属性および測定項目の平均値±標準偏差は以下に示すとおりである．年
齢：41.1±11.2歳，経験年数：12.9±9.2年，移乗回数：7.6±10.8回，体位変換回数：5.6
±6.6 回，NRS：3.1±2.4，日本語版 FABQ：41.3±18.2 点である（表 1）．看護師のみを対
象に勤務病棟に応じて群分けを実施した結果，急性期・療養型勤務の看護師（以下，急性
期・療養型）は 187 名，回復期・外来勤務の看護師（回復期・外来）は 107 名であった．
基本属性および各測定項目の中央値（四分位範囲）は以下のとおりである．年齢は急性期・
療養型：33(29-39)歳，回復期・外来：51(43-55)歳，経験年数は急性期・療養型：11(6-16)
年，回復期・外来：17(11-29)年，移乗回数は急性期・療養型：4(3-6)回，回復期・外来：
2(0-4)回，体位変換回数は急性期・療養型：10(3-14.5)回，回復期・外来：0(0-2)回，NRS
は急性期・療養型：3(1-5)，回復期・外来：3(1-5)，日本語版 FABQは急性期・療養型：46(37-54)
点，回復期・外来：46(32-53)点である（表 3）． 
 
 
表 1：全対象者の属性および測定結果 
測定項目（単位） 平均値±標準偏差 
年齢（歳） 41.1±11.2 
経験年数（年） 12.9±9.2 
移乗回数（回） 7.6±10.8 
体位変換回数（回） 5.6±6.6 
NRS 3.1±2.4 
日本語版 FABQ（点） 41.3±18.2 
N=398 
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・腰痛の程度に影響を与える因子の検討 
全対象者のデータをもとに，NRSを従属変数，年齢，経験年数，移乗回数，体位変換回数，
日本語版 FABQを独立変数としてステップワイズ法にて重回帰分析を実施した結果，日本語
版 FABQ（標準化編回帰係数=0.416, p<0.05）と体位変換回数（標準化編回帰係数=0.193, 
p<0.05）が有意な独立因子として抽出された（表 2）．なお，モデルの当てはまりを示す重
相関係数 R2＝0.245であり，分散分析においても有意差が認められた（p<0.05，F=63.96）． 
 
表 2：重回帰分析結果 
項目 標準化編回帰係数 有意水準 
日本語版 FABQ 0.416 p<0.05 
体位変換回数 0.193 p<0.05 
N=398 
 
また，表 3 に示すように看護師のみを対象とした Mann-Whitney's U-test では，年齢，
経験年数，移乗回数と体位変換回数において急性期・療養型勤務と回復期・外来勤務との
間に有意差が認められたが（p<0.05），日本語版 FABQ および腰痛の程度には有意差が認め
られなかった（p>0.05）． 
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表 3：看護師におけるグループ毎の属性および測定結果 
測定項目 中央値(四分位範囲) 
年齢（歳）* 
急性期・療養型 33(29-39) 
回復期・外来 51(43-55) 
経験年数（年）* 
急性期・療養型 11(6-16) 
回復期・外来 17(11-29) 
移乗（回）* 
急性期・療養型 4(3-6) 
回復期・外来 2(0-4) 
体位変換（回）* 
急性期・療養型 10(3-14.5) 
回復期・外来 0(0-2) 
NRS 
急性期・療養型 3(1-5) 
回復期・外来 3(1-5) 
日本語版 FABQ（点） 
急性期・療養型 46(37-54) 
回復期・外来 46(32-53) 
*：p<0.05 
N=289（急性期・療養型：187名，回復期・外来：107名） 
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【考察】 
・本検討課題によって明らかになったこと 
 本検討課題では，腰痛症発症および慢性化のリスクとして考えられている人間工学的要
因と恐怖回避思考が，看護・介護職に従事する勤労者の腰痛症に与えている影響を明らか
にすることで看護・介護職に従事する者の腰痛症に対して恐怖回避思考を考慮することの
重要性を示唆することを目的とした．病院，施設に勤務する医療従事者を対象に質問紙調
査を実施した結果，恐怖回避思考を反映する指標である日本語版 FABQと腰痛の程度との間
に関連が認められた．以上より，本検討課題において看護・介護職に従事する者の腰痛症
に対して恐怖回避思考を考慮することの重要性を示唆することはできたと考えられる．以
下に，詳細な考察について記載する． 
 
・結果の解釈 
 本検討課題にて重回帰分析を実施した結果，日本語版 FABQ（標準化編回帰係数=0.416, 
p<0.05）と体位変換回数（標準化編回帰係数=0.193, p<0.05）が有意な独立因子として抽
出されたことから，看護・介護業務に従事する者が抱える腰痛症の程度には恐怖回避思考
と体位変換回数が関連していること，年齢や経験年数は腰痛症の程度とは関連がないこと
が明らかになった（表 2）． 
恐怖回避思考は痛みを恐れて普段の仕事や活動を制限しようとする思考であり，腰痛症
の有訴率との関連や発症，慢性化のリスクファクターであると報告されている(Fujii,T. et 
al 2013)．本検討課題においても腰痛の程度と関連を認めたことは妥当な結果であると思
われる．一方，人間工学的要因である体位変換回数に関しても，看護師を対象とした先行
研究において腰痛を感じやすい動作として報告されている(藤村 宜史・他 2012)．また，
図 2 は椎間板が圧迫され線維輪を刺激することで痛みが生じる腰痛症を模式的に示した図
である．この図に示されるように，人間工学的要因である椎間板の機械的圧迫により腰痛
は生じる．この椎間板の機械的圧迫は腰椎の後湾によって増強することが知られており，
前かがみの姿勢では通常時の立位姿勢の 2 倍以上，椎間板への負担が増強すると考えられ
ている（廣瀬秀行．2007）．体位変換動作は体幹を屈曲させた前かがみ姿勢で行うことが多
く，専門的な指導を受けた者でなければ無意識に腰椎を後湾させる可能性が高いと思われ
る．以上より，人間工学的要因である体位変換回数も腰痛の程度と有意に関連があること
が示されたと考えられる． 
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図 2：椎間板圧迫による腰痛の模式図 
 
腰痛の程度との関連性の強さに関しては，日本語版 FABQ は標準化編回帰係数＝0.416 で
あり，体位変換回数は標準化編回帰係数＝0.193であった．また，表 3に示すように看護師
のみを対象とした Mann-Whitney's U-test では，年齢，経験年数，移乗回数と体位変換回
数において急性期・療養型勤務の方が回復期・外来勤務よりも有意差に高く，日本語版 FABQ
および腰痛の程度には有意差を認めなかった．恐怖回避思考の標準化編回帰係数は大きく
はないため恐怖回避思考によって腰痛すべてを説明することはできない．しかし，心理社
会的要因はリストラクチャリングの経験や職場の人間関係の悪化，幼児期の虐待経験や貧
困の経験など複雑多岐にわたっており(Kivimaki,M. et al2003, McMahon,MJ. et al1997, 
Macfarlane,GJ. et al2009)，そのごく一部である恐怖回避思考が独立危険因子として抽出
されたことは，腰痛症治療において恐怖回避思考を考慮する必要性は十分に示唆できると
思われる． 
以上より日本語版 FABQ が反映していると考えられる恐怖回避思考が腰痛の程度に対して
人間工学的要因と比較して強く関連していると考えられる．先行研究より 20 歳から 70 歳
までの勤労者を対象とした大規模調査では恐怖回避思考が独立した危険因子として腰痛症
の発症および慢性化に影響を及ぼすことが報告されているが(Fujii T.et al 2013)，本検
討課題によって看護・介護領域に限定しても恐怖回避思考が腰痛症の程度と関連があるこ
とが示された．また先行研究において，前屈み動作やしゃがみ動作の頻繁な農業従事者の
方が非農業従事者よりも腰痛症発症率が低いことが報告されている(Holmberg,S.et 
al2003)．また，Macfarlane. GJら(2009)は，人間工学的要因よりも心理社会的要因の方が
腰痛症に与える影響は大きいことを報告しており，人間工学的要因である移乗動作や体位
変換動作が腰痛症に対して恐怖回避思考よりも大きな影響を与えない結果は妥当であると
考えられる．人間工学的要因と腰痛の程度との間に強い関連を認めなかった要因としては，
心理社会的要因が人間工学的要因の負荷量を増大させている可能性が考えられる．重量物
を持ち上げる際に，心理ストレスを負荷された方が人間工学的要因である椎間板圧縮率が
30 
 
高くなることが先行研究より報告されており(Katsuhira,J.et al 2013)，本検討課題にお
いても恐怖回避思考である日本語版 FABQの得点が高い者の方が，同じ負担の移乗動作や体
位変換動作を行った際の腰部負担が増大していたため，腰痛症の程度が高くなった可能性
が考えられる． 
以上より本検討課題では，看護・介護業務に従事する者の腰痛に対して，恐怖回避思考
に配慮した治療戦略を構築する必要性が示唆された． 
 従来から理学療法士が主に行ってきた移乗方法の指導や物を持ち上げる際に膝を深く屈
曲して持ち上げるようにする，高所にある物を取る際には台を利用するなどの指導は，腰
痛症の既往がある患者の腰痛症の発症予防や慢性化の進行予防に効果が得られないことが
先行研究からも明らかになっている(Martimo,K.P. et al2007)．本研究の結果でも移乗や
体位変換の回数である人間工学的要因は腰痛の程度には強い影響を与えなかったこと，急
性期・療養型勤務で移乗回数や体位変換回数が多くても回復期・外来勤務で移乗回数や体
位変換回数が少なくても腰痛の程度に差を認めないことから，保健衛生業種に関しても人
間工学的要因のみに焦点を当てて腰痛対策を行うことは効果が得られない可能性が示唆さ
れた． 
 
・本検討課題の限界 
 本検討課題は横断的調査であり恐怖回避思考と腰痛症の因果関係の証明はできていない
点が限界であると思われる．また，前述したように心理社会的要因はリストラクチャリン
グの経験や職場の人間関係の悪化，幼児期の虐待経験や貧困の経験など複雑多岐にわたっ
ており(Kivimaki,M. et al2003, McMahon,MJ. et al1997, Macfarlane,GJ. et al2009)，
恐怖回避思考は心理社会的要因の一部にすぎない．その他の心理社会的要因を聴取してい
ないため，恐怖回避思考が他の心理社会的要因と比較して腰痛症と関連が強い因子である
かは不明であることも本検討課題の限界である．しかし，先行研究では恐怖回避思考が腰
痛症の有訴率や慢性化と関連があり，独立危険因子であることが示されており，本検討課
題の結論である看護・介護業務に従事する者の腰痛に対して，恐怖回避思考に配慮した治
療戦略を構築する必要性が示唆されたことは論理的に妥当であると考えている． 
 
・今後の展望 
日本語版 FABQは恐怖回避思考を定量的に測定できる指標であり，先行研究より日常的に
運動習慣があり，身体活動量が高いと考えられる人は日本語版 FABQの点数が低いことが報
告されている(Matsudaira,K. et al 2014)．また，腰痛症に関する先行研究でも腰痛症を
改善するための非薬物療法として安静臥床を避け，可能な限り仕事を行いながら身体活動
量を維持することが強く推奨されていることから(Hilde G. et al 2002, Hagen KB. et 
al2004, Buchbinder,R. et al2001)，介護・看護職種に対して腰痛症対策を行う際は恐怖
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回避思考を軽減させることで身体活動量を向上させることが有効である可能性が考えられ
る．今後は，無作為化比較試験などを行い，恐怖回避思考に対する腰痛対策が身体活動量
向上や腰痛の改善に有効であると明らかになれば，看護・介護業務に従事する者の腰痛症
予防に寄与することができ，離職率軽減や生産性および労働意欲の向上にも貢献できる可
能性があると考えられる． 
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Ⅴ．検討課題 2 
【目的】 
 本検討課題は検討課題 1 によって明らかとなった恐怖回避思考を考慮する必要性を踏ま
えて，実際に保健・福祉業種に従事する勤労者に対して腰痛対策教育を行った際に，恐怖
回避思考に与える影響を検討する．恐怖回避思考は腰痛症の発症および慢性化に影響を強
く与えることが先行研究より示唆されており，本研究でも最も重要視している心理社会的
要因である． 
恐怖回避思考を軽減させる治療方法としては，集学的治療が報告されている(本田 哲三．
1998)．集学的治療とは医師，看護師，臨床心理士，作業療法士，理学療法士などが共同で
患者に対して介入を行い，患者に腰痛症が改善しているという実感を持たせながら徐々に
考え方や腰痛を改善させていく治療方法である．集学的治療は 1 回の介入時間が 8 時間に
もおよび，期間も 3週間かかると報告している先行研究もあり(本田 哲三．2005)，実際の
職場で働きながら介入を受けることは困難であると思われる．しかし，集学的治療の一部
である患者教育のみを実施した短期的な介入による効果も報告されている．先行研究では
オーストラリアのビクトリア州で行われた大規模研究があり，書籍を配布することで腰痛
症に関する教育を実施している．この研究では読了後 1 週間以内に，腰痛症が改善するこ
とが示されており，短期的な教育が有用であることが報告されている(Udermann, BE. et 
al2004)．他の先行研究でも医師による 1時間の腰痛対策教育と通常治療を組み合わせると
治療成績が向上することが示されており（McGuirk B, King W, Govind J, Lowry J, Bogduk 
N．2001），腰痛対策教育は腰痛症改善に効果があることが報告されている． 
本研究では，看護師・介護士に対して業務終了後に腰痛対策教育を 1 時間行い，腰痛対
策教育が対象者の恐怖回避思考にどのような影響を与えるかを検討する．以上より本検討
課題の目的は，看護師，介護士を対象に恐怖回避思考の変化という側面から理学療法士に
よる腰痛対策教育の効果（特性）を明らかにすることである． 
 
【対象と方法】 
・対象  
対象は，施設長より研究実施の承諾が得られた病院・介護老人福祉施設に勤務し，介護・
看護業務に従事する者で腰痛対策教育に参加していただいた 42 名（看護師 30 名，介護士
12名）である．取り込み基準としては 1年以上，看護・介護業務に従事した経験がある者，
全ての質問項目に欠損なく回答した者とした．除外基準としては医師により脊柱管狭窄症
と診断された者とした． 
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・方法 
研究協力の承諾が得られた各病院に病院・介護老人福祉施設に勤務する看護師・介護士
に対して，腰痛対策教育を行い，指導前後の腰痛症に対する考え方の即時的な変化を質問
紙によって調査した． 
まず，各病院・介護老人福祉施設に対して，腰痛症に関する指導を主とした集団指導の
開催を依頼した．開催の承諾が得られた病院・介護老人福祉施設において，業務に支障が
出ない日時を指定して頂き，腰痛対策教育を実施する案内を掲示板などにて掲示して看護
師・介護士の参加者を募集した．その後，指定された日時で希望者に対して 60分間の腰痛
対策教育を実施した．腰痛対策教育前後に，同内容の質問紙調査を実施し，腰痛対策教育
前後で，恐怖回避思考に変化が生じたかを検討した． 
 
・本検討課題にて実施した腰痛対策教育の内容 
腰痛対策教育は各施設，病院によってご指定頂いた日時に実施した．開始時間は業務終
了後として 17:00～17:30 の間で開始した．実施時間は，まず質問紙の回答時間として 10
分間，その後は腰痛対策教育として 60 分間，再度質問紙に回答する時間として 10 分間の
合計 80 分間である．いずれの施設，病院においても腰痛対策教育は研究者自身が行った．
先行研究において腰痛症に関する腰痛対策教育を目的に実施された面談時間が 60分間であ
ったことから（McGuirk B．et al2001），60分間で必要な情報を伝達することは可能である
と考え，腰痛対策教育の時間を 60分間とした．また対象となった施設，病院において普段
から行われている勉強会や伝達講習会の時間が 60-90 分間であったことから，各施設，病
院の一般的な開催時間である 60分に設定し，職場で実現可能な腰痛対策教育がどのような
特性を有するかを検証した． 
腰痛対策教育の内容は独立行政法人 勤労者健康福祉機構 関東労災病院 勤労者筋・骨格
系疾患研究センター センター長の松平浩氏より資料の提供を受け，転載や参考にする許
可を得た上で作成した資料を使用した(付録 3)．また付録 3の資料は対象者に配布し，閲覧
していただきながら腰痛対策教育を実施した． 
腰痛対策教育は講義形式にて Q＆A方式によって研究者が実施した．本検討課題における
腰痛対策教育の主目的は恐怖回避思考の軽減であり，腰痛症を発症した際に，安静を取る
ことは逆に症状を悪化させる可能性があること，可能な範囲で仕事を続けた方が良い影響
を与えることなどを中心に腰痛対策教育を実施した．なお，従来から理学療法士が行って
きた重量物を持ち上げる際の姿勢や腰痛予防の体操に関しても合わせて腰痛対策教育を実
施した．具体的な内容については Q＆A をもとに表 4 に記載する．特に Q9 に関しては十分
に時間をかけて説明するように心がけた． 
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表 4：腰痛対策教育内容一覧 
Q1 腰痛持ちが多いってホント？ 
A1 先行研究において日本全国 148万人から 2万人を無作為に抽出し，筋骨格系
関連部位および頭痛や歯痛も含めた疼痛愁訴の実態を明らかにする目的で行
われた大規模調査の結果，直近 1カ月の腰痛有訴率は 25.2％であり，3カ月以
上続く慢性腰痛の有訴率も 10.7％であったこと，「仕事に支障をきたす非特異
的腰痛」の新規発生および遷延化の危険因子を探索することを主目的とした前
向き研究では生涯を通して腰痛症の病歴が存在するのは 75％であり，腰痛症の
初発年齢は 28.7 歳であったこと，全国 6 万人の調査では腰痛ありと答えた人
は全体の 83%であり，約 25%が腰痛によって仕事を休んだ経験があることが明
らかになったことが報告されている． 
以上より，国民の多くが発症し，慢性化するリスクがある疾患であると説明
した． 
Q2 Q2:腰痛症の原因って？ 
A2 腰痛症の約 85％が原因のわからない非特異的腰痛症であり，原因の特定でき
る特異的腰痛症は約 15%（椎間板ヘルニア：4～5％，脊柱管狭窄症：4～5％，
圧迫骨折：4％，感染性脊椎炎など：1％，内科疾患：1％未満）しかないこと
を説明し，腰痛症の多くは多くの場合，原因を特定できないこと，「ぎっくり
腰」も急性の非特異的腰痛症に分類されることを説明した． 
Q3 画像から非特異的腰痛症はわからないの？ 
A3 先行研究において重篤な基礎疾患のない腰痛患者に画像検査を行っても臨
床転帰は改善しないことから日常的的な画像検査は止めるべきであること，活
動障害を伴う腰痛の予測因子は，MRI・椎間板造影所見よりも，心理社会的因
子（恐怖回避思考）と報告されている．非特異的腰痛症は身体所見上の原因は
明らかでなく，心理社会的因子が腰痛の慢性化に関与する因子であることを説
明した．なお，倫理的配慮およびリスク管理として特異的腰痛症を診断する上
で画像所見は重要であり，画像検査受けない方が良いと勧めるものではないこ
と，重大な疾患を否定するためにも画像診断は必要な場合があることを説明し
た． 
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Q4 心理社会的要因って何？ 
A4 筋骨格系疼痛に影響を与える心理社会的因子として恐怖回避思考，仕事の要
求度が高い，仕事の満足度が低い，労働環境の悪化（生産ラインのスピード増
加），リストラクチャリング，人員削減に伴う事業縮小，幼児期の虐待，ネグ
レクト，思春期の経済状況が悪い，社会的地位が低いことが報告されているこ
とを説明した． 
Q5 恐怖回避思考って何？ 
A5  通常であれば，腰痛を発症しても徐々に改善していくが，恐怖回避思考を有
していると悲観的な解釈によって痛みへの不安や恐れを増大させ，過剰な警戒
心や回避行動によって機能障害を呈することで痛みの悪循環を引き起こす可
能性があることを説明した． 
Q6 ホントに心理的要因だけなの？ 
A6 先行研究より製造業，運輸交通業，商業，清掃業，保健・衛生業の 5業種が
腰痛多発業種と認識されていること，腰痛を感じる業務内容は体位変換，中腰
での処置，移乗の順番で頻度が高かったこと，腰痛症の新規発生の危険因子は
腰痛症の既往，中腰・前屈みの姿勢で 1日 4時間以上従事，腰のねじり動作，
狭く窮屈な作業空間で 1日 4時間以上従事していることが報告されている．ま
た，厚生労働省より発行された「職場における腰痛予防対策指針」においても
抱え上げでの移乗動作は原則禁止し，2 人以上で介助することが望ましいこと
が記述されていることを紹介した．以上より，重要な危険因子として腰への負
担（人間工学的要因）とストレスなどの心理社会的要因があることを説明した． 
まとめ まとめとして，人間工学的要因重視するのであれば，看護・介護領域におい
ては体位変換，中腰での作業，移乗動作時にリスクが高いことから，従来の理
学療法士が行っている動作指導を行うことで腰痛症発症を抑制できる可能性
があること，心理社会的要因重視を重視するのであれば腰痛症の発症リスクを
高める要因として恐怖回避思考が挙げられるため，配置転換などによって腰部
負担を軽減するよりも，腰痛症に関する正しい情報を伝え，恐怖回避思考を軽
減するような指導を行った方が良いことを説明した． 
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Q7 具体的にはどうすれば良いの？ 
A7 現在推奨されている治療法として，急性腰痛に対しては患者を安心させるこ
と，活動を維持するよう助言すること，安静臥床は勧めないことがあること，
慢性腰痛に対しては運動療法や認知行動療法，集学的治療があることを説明し
た．また，生物心理社会的概念に基づく患者教育は勧めるが，正しい物の持ち
上げ方といった生物医学や生体力学的モデルに基づく情報は勧められないこ
とも説明した． 
以上より，非薬物療法として現在推奨されることは定期的な運動(特に有酸
素運動)と腰痛症に関する正しい知識を身につけることであると説明した． 
Q8 ホントにそれだけで良いの？ 
A8 先行研究より慢性腰痛患者に対する読書療法の有効性を追跡調査した結果，
読了後 1週間で 52％の患者が改善し，9ヶ月後，18ヶ月後もさらに改善し続け
たこと，オーストラリアのビクトリア州(人口 500万)で大規模なメディアキャ
ンペーンを実施した結果，労災申請が 15％減少，医療費が 20％減少し，事実
上 33億円の医療費削減に成功したことが報告されている． 
以上より，腰痛症に関する正しい知識を身に着けることは効果的かつ重要で
あることを説明した． 
Q9 腰痛症に関する知識って？ 
A9 腰痛症を発症した際に，安静を取ることは逆に症状を悪化させる可能性があ
ること，画像所見上は腰痛の原因はわからないことが多いこと，可能な範囲で
仕事を続けた方が良い影響を与えることを教育した． 
Q10 やっぱり動作も関係あると思うけど… 
A10  椎間板の圧迫に伴う髄核の位置のずれなどの人間工学的要因によっても腰
痛症は生じることを説明した．一方で Squat法にて重りを持ち上げる際，心理
ストレスを受けた方が受けなかった方と比較して，下肢屈曲角度，椎間板圧縮
率が高いこと，Squat 法にて重りを持ち上げる際，ネガティブなフィードバッ
クを受けた方がポジティブなフィードバックを受けた方と比較して，腰部脊柱
起立筋活動が高いことが報告されていることを説明した． 
 以上より，確かに腰椎の機能障害に伴う腰痛は存在するが恐怖回避思考によ
って余計に腰部負担を増大させ，腰椎の機能障害を生じさせている可能性が示
唆されていることを説明した． 
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Q11 腰椎の機能障害を予防するには？ 
A11  人間工学的要因である腰部負担を軽減させるための姿勢であるパワーポジ
ションについて説明した．パワーポジションとは，重量挙げの選手がとるよう
な姿勢であり，股関節，膝関節を軽く屈曲させ，腰椎を前湾させた姿勢である．
また体位変換動作を行う際に，ベッドの高さを上げることや片膝をつくことで
パワーポジションが獲得できることなど，実際の業務内容に合わせて教育し
た．また，腰痛予防に効果がある体操についても実演を交えて説明した． 
Q12 ぎっくり腰になったら？ 
A12  非特異的腰痛症の俗称の 1つであるぎっくり腰を例にあげ，A9で説明した内
容を再度，教育した． 
まとめ 腰痛症の原因である人間工学的要因と心理社会的要因に関して説明し，両面
からアプローチを行っていくことが今後の腰痛対策においては重要であると
説明した． 
最後に 倫理的配慮およびリスク管理として今回の腰痛対策教育の対象外となる特
異的腰痛症に関する身体所見を説明し，特に脊柱管狭窄症を有している場合は
A11にて実施した体操は症状を悪化させる恐れがあることを説明した． 
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測定は，検討課題 1 において使用した質問紙を改変し，移乗回数，体位変換回数，勤務
病棟，NRSを除いた項目を検討課題 1と同様にアンケート調査によって測定した（付録 2）．
アンケートは，集団指導の前後に 10分間の時間を設けて対象者に記載して頂いた．測定項
目は，基本属性として，年齢，性別を，また経験年数，腰痛症の既往（脊椎関連疾患を有
している場合は医師より診断された病名），恐怖回避思考の程度を示す日本語版 FABQ であ
る． 
日本語版 FABQは身体の動作（前かがみになる，持ち上げるなど）が腰痛に影響を与える
か否かを問う質問紙であり，腰痛症の痛みに対する不安や恐怖について評価するためのツ
ールとして開発された質問紙である．質問項目としては前半の 5項目は，「1.私の腰痛は身
体の動作が原因で生じた」，「2．身体の動作は，私の腰の痛みを悪化させる」，「3．身
体の動作は，私の腰に悪い影響を与えるかもしれない」，「4．私の腰痛を悪化させる（悪
化させるかもしれない）ような身体の動作はするべきでない」，「5．私の腰痛を悪化させ
る（悪化させるかもしれない）ような身体の動作はできない」である．本質問紙における
身体の動作とは前かがみになる，持ち上げる，歩く，運転するなどと定義されており，そ
れらの動作が腰痛症に影響を与えていると考えている度合いを 0：まったくそう思わないか
ら，6：全くその通りであるまでの 7 段階で回答する．以上より日本語版 FABQ の前半項目
は主に身体の動作が腰痛症に影響を与えていると考えているかを反映する項目であると思
われる．後半項目は，「6．私の腰痛は，仕事のせいであるいは仕事中のハプニング（偶発
的な出来事）が原因で生じた」，「7．私の腰痛は仕事によりさらに悪化した」，「8．私
の腰痛に対して，私は補償を請求する権利がある」，「9．私にとって普段の仕事は重労働
過ぎる」，「10．私の普段の仕事は，腰の痛みを悪化させる，もしくは悪化させる可能性
がある」，「11．私の普段の仕事は，私の腰に悪い影響を与えるかもしれない」，「12．
現在の腰痛を抱えたまま私の普段の仕事をすべきでない」，「13．現在の腰痛を抱えたま
ま私の普段の仕事はできない」，「14．私の腰痛が治るまで，私の普段の仕事はできない」，
「15．3か月以内に私の普段の仕事に復帰できるとは思わない」，「16．もう二度と私の普
段の仕事に復帰できるとは思わない」の 11項目である．回答は普段の仕事がどの程度あな
たの腰痛に影響するかについて，前半項目と同様に 0：まったくそう思わないから，6：全
くその通りであるまでの 7 段階で回答する．以上より，FABQ 後半項目は普段の仕事が腰痛
症に影響を与えると考えているかを反映する項目であると思われる．また日本語版 FABQは
言語的妥当性が先行研究より担保されている質問紙である(Matsudaira,K, Kikuchi,N, 
Murakami,A, Isomura,T. 2014)．また，経験年数は現在の職場と過去の職場での経験年数
の合算値とした． 
 
 
 
39 
 
・統計学的解析 
統計学的解析は日本語版 FABQの前半項目（設問 1～5）と後半項目（設問 6～16）と合計
点を算出し，Willcoxon符号付順位検定を使用して各得点における腰痛対策教育前後の変化
を検討した．また腰痛対策教育を行う前の日本語版 FABQ に対して因子分析（最小二乗法，
プロマックス回転）を行い，因子を抽出した．その後，得られた因子ごとに Willcoxon 符
号付順位検定を使用し，日本語版 FABQ に関して腰痛対策教育前後の比較を行った．また，
日本語版 FABQの項目 14～16において「その通りである（4点以上）」に回答した 8名に限
定して日本語版 FABQに関して腰痛対策教育前後の比較を行った． 
 
・新規性 
検討課題 2 の新規性は，日本語版 FABQ も用いて腰痛対策教育の特性を明らかにした点，
理学療法士が人間工学的要因に加えて恐怖回避思考に対する腰痛対策教育を実際の職場で
も実施可能な条件で行った点である． 
 
・倫理的配慮 
倫理的配慮としては本検討課題において使用する質問紙は無記名であることから，質問
紙に回答し，提出していただくことで研究参加の承諾を得たこととした．参加については
自由意志であり質問紙に回答しても提出は拒否できる事，集団指導のみ聴講することも可
能であることを明記した．回答することに同意されない場合や中断された場合にも，何も
不利益や支障は生じないことを明記した．質問紙を提出する際は，記載内容が明らかにな
ることがないよう，集団指導を実施した部屋の出口に BOX を設置し，その中に投函してい
ただいた．なお，提出された質問紙が第三者に明らかにならないよう，質問紙は折りたた
んで投函していただいた．また，研究において知り得た個人情報の管理を厳重に行い，研
究データは個人が特定できない形で処理した後，生データは破棄した． 
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【結果】 
・解析対象者について 
 本検討課題において実施した腰痛対策教育に参加していただいた看護師・介護士の人数
は 42名であり，いずれの対象者も取り込み基準を満たし，除外基準に当てはまらなかった
ため，この 42名を解析対象とした（有効回答率：100%）． 
 
・腰痛対策教育前後の日本語版 FABQの変化について 
対象者における腰痛対策教育前後の日本語版 FABQの中央値(四分位範囲)は腰痛対策教育
前の日本語版 FABQの前半項目は．19(13-22)点であり，後半項目は 32.5(16.25－38)点，合
計点は 48(26.75-61)点であった．腰痛対策教育後における日本語版 FABQ の前半項目は
14(4-19)点であり，後半項目は 20.5(5.25-26)点，合計点は 33(17-42)点であった．各項目
における腰痛対策教育前後の変化を Willcoxon 符号付順位検定にて検定した結果，日本語
版 FABQの前半項目，後半項目，合計点のいずれも腰痛対策教育前よりも腰痛対策教育後の
方が有意に低下していることが明らかになった（表 5）． 
 
表 5：腰痛対策教育前後の日本語版 FABQの変化 
 
腰痛対策教育前 腰痛対策教育後 
FABQ前半項目* 19.5(14.25-22) 14.5(9.5-19) 
FABQ後半項目* 32(16.25-37.5) 21(5.25-26) 
FABQ合計 48(26.75-61) 33(17-42) 
N=42 
 
・日本語版 FABQの因子分析結果 
腰痛対策教育前の日本語版 FABQに対して因子分析（最小二乗法，プロマックス回転）を
実施した結果，表 6に示されるように 3因子が抽出された．第 1因子は日本語版 FABQ の設
問 1～5であり，第 2因子は日本語版 FABQの設問 6～13であり，第 3因子は FABQの設問 14
～16である． 
日本語版 FABQ の設問 1～5 は，「1.私の腰痛は身体の動作が原因で生じた，「2．身体の
動作は，私の腰の痛みを悪化させる」，「3．身体の動作は，私の腰に悪い影響を与えるか
もしれない」，「4．私の腰痛を悪化させる（悪化させるかもしれない）ような身体の動作
はするべきでない」，「5．私の腰痛を悪化させる（悪化させるかもしれない）ような身体
の動作はできない」の 5 項目であり，体をひねることや前かがみになるといった身体の動
作が腰痛に与える考え方に関する質問であると考えられる．以上より，第 1 因子は身体の
動作が腰痛に与える影響に関する考えに関する負荷量が高いと考え，身体動作と命名した． 
日本語版 FABQ の設問 6～13 は，「6．私の腰痛は，仕事のせいであるいは仕事中のハプ
41 
 
ニング（偶発的な出来事）が原因で生じた」，「7．私の腰痛は仕事によりさらに悪化した」，
「8．私の腰痛に対して，私は補償を請求する権利がある」，「9．私にとって普段の仕事
は重労働過ぎる」，「10．私の普段の仕事は，腰の痛みを悪化させる，もしくは悪化させ
る可能性がある」，「11．私の普段の仕事は，私の腰に悪い影響を与えるかもしれない」，
「12．現在の腰痛を抱えたまま私の普段の仕事をすべきでない」，「13．現在の腰痛を抱
えたまま私の普段の仕事はできない」であり，普段の仕事が腰痛に与える影響に関する考
え方を問う内容である．以上より第 2 第 2 因子は普段の職業動作が腰痛に与える影響に関
する考えに関する負荷量が高いと考え，職業動作と命名した． 
日本語版 FABQ の設問 14～16 は，「14．私の腰痛が治るまで，私の普段の仕事はできな
い」，「15．3か月以内に私の普段の仕事に復帰できるとは思わない」，「16．もう二度と
私の普段の仕事に復帰できるとは思わない」であり，仕事が遂行可能であるかを問う内容
である．以上より第 3 因子は腰痛によって仕事が制限されている程度に関する負荷量が高
いと考え，仕事の制限と命名した． 
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表 6：日本語版 FABQにおける変数間の構造（最小 2乗法，プロマックス回転）  
 
第 1因子 
身体動作 
第 2因子 
職業動作 
第 3因子 
仕事の制限 
日本語版 FABQ設問 因子負荷量 
1.私の腰痛は身体の動作が原因で生じた .896 .182 .151 
2．身体の動作は，私の腰の痛みを悪化させる .908 .304 .212 
3．身体の動作は，私の腰に悪い影響を与えるかもしれない .900 .230 .131 
4．私の腰痛を悪化させる（悪化させるかもしれない）よう
な身体の動作はするべきでない 
.839 .291 .184 
5．私の腰痛を悪化させる（悪化させるかもしれない）よう
な身体の動作はできない 
.813 .277 .213 
6．私の腰痛は，仕事のせいであるいは仕事中のハプニング
（偶発的な出来事）が原因で生じた 
.249 .660 .361 
7．私の腰痛は仕事によりさらに悪化した .207 .842 .194 
8．私の腰痛に対して，私は補償を請求する権利がある .270 .893 .115 
9．私にとって普段の仕事は重労働過ぎる .338 .713 .405 
10．私の普段の仕事は，腰の痛みを悪化させる，もしくは悪
化させる可能性がある 
.145 .785 .176 
11．私の普段の仕事は，私の腰に悪い影響を与えるかもしれ
ない 
.353 .803 .135 
12．現在の腰痛を抱えたまま私の普段の仕事をすべきでない .258 .715 .424 
13．現在の腰痛を抱えたまま私の普段の仕事はできない .269 .693 .581 
14．私の腰痛が治るまで，私の普段の仕事はできない .305 .467 .614 
15．3 か月以内に私の普段の仕事に復帰できるとは思わない .167 .268 .885 
16．もう二度と私の普段の仕事に復帰できるとは思わない .158 .166 .772 
固有値 5.6 4.4 2.9 
寄与率（%） 34.9 27.7 18.1 
因子間相関 
1.000   
.587 1.000  
.607 .544 1.000 
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・腰痛対策教育前後の因子別得点の変化 
各因子に対応する FABQの設問における中央値(四分位範囲)は，腰痛対策教育前の第 1因
子が 19.5(14.25-22)，第 2 因子が 27(15.5-33)，第 3 因子が 1(0-3)であった．腰痛対策教
育後の第 1 因子は 3.5(2.25-12.75)，第 2 因子は 21(5.25-24.75)，第 3 因子は 1(0-5)であ
った．各因子において腰痛対策教育前後で Willcoxon 符号付順位検定を行った結果，第 1
因子および 2は有意な減少を認めたものの，第 3因子では有意差を認めなかった（表 7）． 
 
表 7：腰痛対策教育前後の因子別得点の変化 
 
腰痛対策教育前 腰痛対策教育後 
第 1因子* 19.5(14.25-22) 14.5(9.5-19) 
第 2因子* 27(15.5-33) 21(5.25-24.75) 
第 3因子 1(0-3) 1(0-5) 
*：p<0.05 
N=43 
・恐怖回避思考に関する測定尺度の信頼性について 
 各因子のクロンバックα係数は，第 1因子が 0.956，第 2因子が 0.966，第 3因子が 0.832
であった． 
 
・第 3因子に関して得点が高かった者における腰痛対策教育前後の変化 
 本検討課題において，対象者の第 3 因子は腰痛対策教育前が 1(0-3)，腰痛対策教育後が
1(0-5)であったため，ほとんどの対象者が，仕事が制限されるほどの腰痛症は有していな
かったと推察される．そこで対象を，日本語版 FABQ の項目 14～16 において「その通りで
ある（4点以上）」に回答した 8名に限定して再度，腰痛対策教育前後の変化を検討した（表
8） 
 
表 8：FABQにおいて 4点以上獲得した者の腰痛対策教育前後の変化 
 
腰痛対策教育前 腰痛対策教育後 
第 3因子 9(7.5-9) 8(6.5-8.5) 
*：p<0.05 
N=8 
 
 表 8に示されるように，日本語版 FABQの項目 14～16において「その通りである（4点以
上）」に回答した 8 名の対象者においても腰痛対策教育前後に有意な変化は認められなか
った． 
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【考察】 
・本検討課題で明らかになったこと 
 本検討課題では，看護師，介護士を対象に恐怖回避思考の変化という側面から理学療法
士による腰痛対策教育の効果（特性）を明らかにすることを目的として，看護師・介護士
に対して業務終了後に腰痛対策教育を 1 時間行い，腰痛対策教育が対象者の恐怖回避思考
にどのような影響を与えるかを検討した． 
結果は，因子分析により第 1 因子：身体動作，第 2 因子：職業動作，第 3 因子：仕事の
制限に分類され，腰痛対策教育前後の因子別得点は第 1 因子，第 2 因子が有意に低下する
結果となった．第 3 因子に関して有意差は認められなかったことから，本検討課題によっ
て実施した腰痛対策教育は身体動作や職業動作に関する考え方は変化させる可能性がある
が，実際に仕事に制限が生じていると考えている場合には影響を与えない可能性が示され
た． 
以上より，本検討課題によって実施した腰痛対策教育は普段の身体動作や職業動作が腰
痛に影響を与えているという考えを好転させる効果は期待されるが，既に仕事に支障が生
じていると考えている場合は，1 回，60 分間の腰痛対策教育ではポジティブな効果は期待
できない可能性が示された．以下に，詳細な考察について記載していく． 
 
・腰痛対策教育前後の変化に関して 
 表 5 の結果より対象者における腰痛対策教育前後の日本語版 FABQ の中央値(四分位範
囲)は腰痛対策教育前の日本語版 FABQ の前半項目は．19(13-22)点であり，後半項目は
32.5(16.25－38)点，合計点は 48(26.75-61)点であった．腰痛対策教育後における日本語版
FABQ の前半項目は 14(4-19)点であり，後半項目は 20.5(5.25-26)点，合計点は 33(17-42)
点であった．各項目における腰痛対策教育前後の変化を Willcoxon 符号付順位検定にて検
定した結果，日本語版 FABQ の前半項目，後半項目，合計点のいずれも腰痛対策教育前より
も腰痛対策教育後の方が有意に低下していることが明らかになった．本研究にて実施した
腰痛対策教育は保健医療業種に従事する勤労者の恐怖回避思考を変化させる特性を有する
可能性が示唆される． 
 
・因子分析および抽出された因子における腰痛対策教育前後の変化について 
最小二乗法にて因子分析を実施した結果，3因子が抽出された．各因子のクロンバックの
α係数は，因子 1が 0.956，因子 2が 0.966，因子 3が 0.832であり内的一貫性は保たれて
いる．因子 1 は体をひねることや前かがみになるといった身体の動作が腰痛に与える考え
方に関する質問（FABQ の設問１-5）であり，因子 1 は身体の動作が腰痛に与える影響に関
する考えであると思われる．因子 2 は普段の仕事が腰痛に与える影響に関する考え方を問
う内容であり，FABQの設問 6-13になる．この因子 2は普段の仕事内容が腰痛に与える影響
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に関する考えを反映していると考えた．因子 3 は腰痛によって仕事を行うことができない
と考えている度合いなどを問う項目が対応しており（FABQ設問 14-16），因子 3は腰痛によ
って仕事が制限されている程度を反映していると考えた．因子に対応する FABQの設問にお
いて指導前後で Willcoxon 符号付順位検定を行った結果，因子 1 および 2 は有意な減少を
認めたものの，因子 3では有意差を認めなかった． 
第１因子は身体動作と命名した．この身体動作とは日本語版 FABQにおいて前かがみにな
る，持ち上げる，歩く，運転するなどと定義している．これらの動作は Roland-Morris 
Disability Questionnarie 日本語版などの腰痛症が ADL に影響を与えている度合いを評価
する質問紙でも評価されており（鈴鴨 よしみ．2009，鈴木哲，2013），腰痛を感じる頻度
の高い動作であると考えられている．しかし先行研究においては，身体動作は腰痛を感じ
やすい動作ではあるものの，腰痛の程度には差があり日内変動があると考えられている(笠
原諭．2013)．腰痛症に対して効果が示されている認知行動療法に関しても，腰痛が必ずし
も生じているわけではないことを自覚し，腰痛が生じた時と，そうでない時の違いを認識
させることが重要であると考えられている(本田 哲三．2005，笠原諭．2013)． 
本検討課題では，第１因子に対して持ち上げる際に恐怖回避思考が心理ストレスとなり
腰部負担が増大すること，恐怖回避思考によって身体の動作に悪影響を与える可能性があ
ることなどを腰痛対策教育した．これらの腰痛対策教育により対象者は腰痛が生じた時と，
そうでない時の違いとして恐怖回避思考があることを認識し，身体動作を行うことが腰痛
に直結するわけではないことを自覚したのではないかと思われる． 
第２因子は，職業動作と命名した．この職業動作とは本検討課題においては看護師，介
護士の業務内容を指している．また先行研究より看護師が腰痛を感じやすい動作として移
乗動作，体位変換動作，中腰での作業が報告されている(藤村 宜史・他 2012)．介護士に
おいても移乗動作時に腰痛が生じる頻度が高いことから，本検討課題における腰痛対策教
育では実際の仕事の動作（体位変換動作や移乗時の姿勢）によってどのような腰部負担が
生じているか，仕事の動作による腰部負担を軽減させるための対策，恐怖回避思考によっ
て同じ仕事であっても腰部負担が増大することなどを教育した．上述したように移乗動作
や体位変換動作によって腰痛を自覚する看護師，介護士が多いことから，仕事の動作によ
る腰部負担を軽減させるための対策に関しては職場における腰痛予防対策に記載されてお
り(厚生労働省．2013)，普段の仕事から意識して対策を行っている看護師や介護士も多い
と思われる．本検討課題において第２因子が低下していることからも，腰痛対策教育前は
職業動作自体を腰痛症のリスクファクターであると考えていた対象者が多かったのではな
いかと思われる．しかし，恐怖回避思考によって同じ仕事であっても腰部負担が増大する
ことを教育することで，第１因子と同様に対象者は腰痛が生じた時と，そうでない時の違
いとして恐怖回避思考があることを認識し，職業動作を行うことが腰痛に直結するわけで
はないことを自覚させることができたのではないかと思われる． 
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第３因子は仕事の制限と命名した．本検討課題では第３因子において腰痛対策教育前後
で有意な変化は認められなかった．第 3 因子が変化しなかった要因としては，以下のこと
が考えられる．第 3因子として抽出された日本語版 FABQ の質問項目は 14-16が対応してい
るが，「14．私の腰痛が治るまで，私の普段の仕事はできない」，「15．3か月以内に私の
普段の仕事に復帰できるとは思わない」，「16．もう二度と私の普段の仕事に復帰できる
とは思わない」と重症な腰痛に関する質問内容である．本検討課題における第３因子の中
央値（四分位範囲）は，腰痛対策教育前が 1(0-3)，腰痛対策教育後は 1（0-5）であったこ
とから，腰痛対策教育前から仕事に重要な影響を与えている対象者が少なかったことが考
えられる． 
 そこで対象を，日本語版 FABQの項目 14～16において「その通りである（4点以上）」に
回答した 8 名に限定して再度，腰痛対策教育前後の変化を検討した．表 8 に示されるよう
に，日本語版 FABQの項目 14～16において「その通りである（4点以上）」に回答した 8名
の対象者においても腰痛対策教育前後に有意な変化は認められなかった．本検討課題にお
いて，第 3 因子に関しては，可能な範囲で仕事を続けた方が予後は良いこと，安静臥床に
よる悪影響などを教育したが，本検討課題における対象者には影響を与えなかった可能性
が考えられる． 
 第 3 因子は仕事の制限であり，点数の高かった対象者は重症な腰痛症である可能性が示
唆される．現在，腰痛症の恐怖回避思考に対するアプローチとして集学的治療がある(本田 
哲三．1988)．集学的治療とは医師，看護師，臨床心理士，作業療法士，理学療法士などが
共同で患者に対して介入を行い，患者に腰痛症が改善しているという実感を持たせながら
徐々に考え方や腰痛を改善させていく治療方法である(本田 哲三．2005，笠原諭．2013)．
医師は患者の教育や薬物療法による疼痛コントロール，看護師は全般的なサポート，臨床
心理士はオペラント条件付けの立場から，腰痛が生じない動作や生活場面を想起させ行動
変容を促す，作業療法士は実動作訓練により疼痛が生じにくい ADL 指導，理学療法士は運
動療法による身体活動量増加をそれぞれ担当する(本田 哲三．2005)．集学的治療は 1回の
介入時間が 8時間にもおよび，期間も 3週間かかると報告している先行研究もあり(本田 哲
三．2005)，改善には長期間におよぶ治療が必要であることが示唆される． 
 本検討課題の腰痛対策教育は，上記集学的治療における患者の教育のみを行っているた
め，60 分間の腰痛対策教育だけでは，重症な腰痛症を抱える対象者には影響を与えなかっ
た可能性が示唆される． 
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・検討課題 2の限界 
 本検討課題においては，対照群を設定していないため腰痛対策教育による介入効果の検
討は困難である．また，腰痛対策教育前後に恐怖回避思考を反映する質問紙である日本語
版 FABQを聴取しているため，バイアスが混入した可能性が考えられる．しかし因子分析の
結果より本検討課題によって実施した腰痛対策教育は普段の身体動作や職業動作が腰痛に
影響を与えているという考えを好転させる効果は期待されるが，既に仕事に支障が生じて
いると考えている場合は，1 回，60 分間の腰痛対策教育ではポジティブな効果は期待でき
ない特性を有することが明らかになった． 
 また，縦断的な調査を実施していないため腰痛対策教育の長期効果や腰痛症との因果関
係については不明である．以上が，本検討課題の限界である． 
 
・今後の展望 
 本検討課題によって実施した腰痛対策教育は身体動作や職業動作に関する考え方は変化
させる可能性があるが，実際に仕事に制限が生じていると考えている場合には影響を与え
ない可能性が示された．実際の職場で実現可能な腰痛対策教育では重度の腰痛症を有して
いる者には効果が得られない可能性があることから，まずはスクリーニング評価を実施し
た上で，第 1，2 因子の高い勤労者に限定して腰痛対策教育を行う必要があると思われる．
重度の腰痛症と判定された者に関しては腰痛対策教育だけでなく行動療法などのさらなる
アプローチが必要となる可能性が考えられる． 
 以上より，今後は通常の業務を遂行可能な軽度腰痛症患者に対して腰痛対策教育を行い，
長期的な効果を検証する．長期介入によって軽度腰痛症患者の慢性化や重症化の予防が可
能であることが明らかになれば，職場における腰痛対策として腰痛対策教育を実施してい
く基盤づくりができると思われる．また，重度腰痛症患者に対しての腰痛症対策に関して
も行動療法やサポート体制の確立などを行い，対策を検討していく必要があると思われる． 
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Ⅵ．総括 
【研究で得られた成果】 
検討課題 1 では，腰痛症発症および慢性化のリスクとして考えられている人間工学的要
因と恐怖回避思考が，看護・介護職に従事する勤労者の腰痛症に与えている影響を明らか
にすることで看護・介護職に従事する者の腰痛症に対して恐怖回避思考を考慮することの
重要性を示唆することを目的とした．病院，施設に勤務する医療従事者を対象に質問紙調
査を実施した結果，恐怖回避思考を反映する指標である日本語版 FABQと腰痛の程度との間
に関連が認められた．以上より，本検討課題において看護・介護職に従事する者の腰痛症
に対して恐怖回避思考を考慮することの重要性を示唆することはできたと考えられる． 
検討課題 2 では，看護師，介護士を対象に恐怖回避思考の変化という側面から理学療法
士による腰痛対策教育の効果（特性）を明らかにすることを目的として， 
看護師・介護士に対して業務終了後に腰痛対策教育を 1 時間行い，腰痛対策教育が対象
者の恐怖回避思考にどのような影響を与えるかを検討した． 
結果は，因子分析により第 1 因子：身体動作，第 2 因子：職業動作，第 3 因子：仕事の
制限に分類され，腰痛対策教育前後の因子別得点は第 1 因子，第 2 因子が有意に低下する
結果となった．第 3 因子に関して有意差は認められなかったことから，本研究によって実
施した腰痛対策教育は身体動作や職業動作に関する考え方は変化させる可能性があるが，
実際に仕事に制限が生じていると考えている場合には影響を与えない可能性が示された． 
以上より，本検討課題によって実施した腰痛対策教育は普段の身体動作や職業動作が腰
痛に影響を与えているという考えを好転させる効果は期待されるが，既に仕事に支障が生
じていると考えている場合は，1 回，60 分間の腰痛対策教育ではポジティブな効果は期待
できない可能性が示された． 
以上より，本研究によって実施した腰痛対策教育は身体動作や職業動作に関する考え方
は変化させる可能性があるが，実際に仕事に制限が生じていると考えている場合には影響
を与えない可能性が示された．理学療法士によって行う腰痛対策教育の特性が明らかにな
ったことで，今後は軽度腰痛症を有する勤労者に対しては，腰痛対策教育の長期効果を検
証し，仕事が障害されるような重度腰痛症を有する勤労者に対しては，他のアプローチを
組み合わせていくことで，職場における腰痛症対策が発展してく可能性が示唆されたと考
えている． 
また，理学療法分野において従来から行われてきた腰痛症患者に対する患者教育として
「重量物を持つ際には，膝を屈曲させ，体幹を伸展させた状態で行うこと」や「頭上にあ
る物を取る際には，踏み台に片足をかけて行う」といった人間工学的要因を重視した患者
教育がある(明日徹. 2002)．しかし，重量物を持ち上げる際に，心理社会的要因を有する
方が人間工学的要因である椎間板圧縮率が高くなることが先行研究より示唆されており
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(Katsuhira,J.et al 2013)，人間工学的要因のみに焦点を当てた教育では腰痛症の改善に
効果がないことが報告されている(Martimo,K.P. 2007)．本研究によって理学療法士による
人間工学的要因と心理社会的要因とを複合した腰痛対策教育が，対象者の恐怖回避思考に
ポジティブな影響を与えることが示唆されたことは，腰部負担を軽減させる観点からも理
学療法士の腰痛対策教育が有効である可能性が示されると考える．以上が，本研究の理学
療法学的意義と思われる． 
よって，本研究の目的である医療従事者の腰痛症において恐怖回避思考は考慮すべき要
因であることを示唆し，看護師・介護士の恐怖回避思考に対して職場でも実現可能な腰痛
対策教育が恐怖回避思考にどのように影響を与えるかを調査することで，恐怖回避思考に
対する職場でも実施可能な治療戦略を構築する基盤となるデータを提供することは達成で
きたと思われる． 
 
【研究で得られた成果の応用】 
本研究によって，腰痛対策教育の特性が明らかになった．腰痛症患者を治療する機会の
多い理学療法士は，従来から腰痛症患者に対する患者指導として「重量物を持つ際には，
膝を屈曲させ，体幹を伸展させた状態で行うこと」や「頭上にある物を取る際には，踏み
台に片足をかけて行う」といった人間工学的要因を重視した患者指導を行ってきた(明日 
徹. 2002)．しかし，生物心理社会的概念に基づく腰痛対策教育と患者教育は勧めるが，正
しい物の持ち上げ方といった生物医学や生体力学的モデルに基づく情報は勧められないこ
とは先行研究より明らかになっており，心理社会的要因，特に恐怖回避思考に対する具体
的な治療戦略の構築は喫緊の課題である． 
本研究で得られた腰痛対策教育の特性より，第 1 因子：身体動作，第 2 因子：職業動作
に関する考え方は改善する可能性が示唆された．今後は，第 3 因子：仕事の制限を有して
いない軽度腰痛症の勤労者に対しては，腰痛対策教育の長期効果を検証し，仕事が制限さ
れるような重度腰痛症を有する勤労者に対しては，他のアプローチを組み合わせていくこ
とで，職場における腰痛症対策が発展してく可能性が示唆された．産業衛生分野における
腰痛症対策を発展させるために，無作為化比較試験を用いた長期介入研究により，恐怖回
避思考を軽減させることで腰痛症の発症や欠勤率，労災申請額を軽減させ，労働意欲向上
につながることが示唆できれば，職場における腰痛症対策において，恐怖回避思考に対す
る具体的な対応策を提言できると思われる． 
 
【研究の限界】 
 まず，本研究は横断的な研究であり経時的変化を考慮していないことから因果関係の逆
転が生じる可能性が考えられる．検討課題 1 より保健・福祉業種に従事する勤労者の腰痛
症の程度と恐怖回避思考の間に関連性があることは明らかであるが，恐怖回避思考を軽減
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させれば腰痛症の程度が軽くなることを示すことは困難である．検討課題 2 においても腰
痛対策教育が，腰痛症の改善に寄与するかは不明である．上記の問題に関しては，継続し
た縦断的な無作為化比較試験を行い，恐怖回避思考を軽減させることで腰痛症による勤労
者の欠勤率が減少することや労働意欲が向上すること，腰痛症発症率が低下することなど
を証明しなければ因果関係を明らかにはできないと考える． 
また，検討課題 2 で腰痛に対する腰痛対策教育を各病院，施設の対象者に 1 度しか行っ
ていないことや，即時的な変化のみを測定しているため，効果の持続性に関しては不明で
ある．以上が本研究の限界である． 
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Ⅷ．付録 
【付録１：検討課題１の質問紙】 
医療・福祉現場で働く看護師の腰痛症に関するアンケート調査 
 
 これから，腰痛症に関する質問に回答していただきます．主に選択式の質問形式と
なっておりますので，あまり時間を掛けず直感で回答してください． 
 
 本調査の目的は，近年増加している勤労者の腰痛症に関して，医療・福祉現場で働
く方々が，どの程度悩まされているか．また，腰痛症に対してどのような考えをし
ているかを明らかにすることです． 
 
 アンケートによって得られたデータは速やかに個人が特定されないように加工し，
生データは破棄します． 
 
 得られたデータは個人が特定されないよう加工した上で，関連学会や雑誌に投稿す
る可能性があります． 
 
 参加は自由意志であり，回答を拒否されたとしても，何ら不利益は生じません．ま
た一旦回答した上で，本質問紙の提出を拒否することもできます． 
 
 上記に同意いただける方は，質問回答していただき，この質問紙を封筒に入れ，封
書の上リハビリテーション科○○（研究協力者）に提出してください． 
 
 本アンケートの提出を持って，本研究および上記内容に同意いただいたと判断いた
します． 
 
 本研究についてご不明な点などございましたら，下記までご連絡ください． 
 
研究責任者 
聖隷クリストファー大学大学院 博士後期課程 齊藤誠 
【お問い合わせ先】 
1）聖隷クリストファー大学 
住所：〒433-8558 浜松市北区三方原町 3453 
E-mail：13dr03@g.seirei.ac.jp  
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年齢：    才   性別： 男 ・ 女   
 
勤務病棟：外来・急性期・回復期・療養型・その他（          ）  
 
現在の職種での経験年数：      年目 
（例：A院に 5年，現在の職場に勤務して 2年目であれば，経験年数は 7年目です．） 
 
現在の職場で 1日に移乗動作を行う回数：約      回 
 
現在の職場で 1日に体位変換を行う回数：約      回 
 
腰痛によって過去に医師から診断を受けたことがありますか ある ・ ない 
 
ある場合は，診断名をご記入ください：                
 
日常生活および業務中を含めて最近 1週間の腰痛の程度の平均はどの程度でしたか．0を全
く痛みがない，10 を今まで経験した中で最も強い痛みとして当てはまる数字に〇を付けて
ください（腰痛の定義は，背部の第 12肋骨から臀溝までの範囲におけるどこかの疼痛とし
ます）． 
 
0 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 
痛くない                                強い痛み 
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以下は，腰痛に関する考え方についての質問です．それぞれの設問について，身体の動作（前かがみになる，持ち上げる，歩く，運
転するなど）があなたの腰痛にどれだけ影響するか，もしくは影響する可能性があるか，0から 6のなかで，最も当てはまる数字に
一つだけ○を付けてください． 
 
全くそう 
思わない 
… 
どちらともい
えない 
… 
全くその 
通りである 
1.私の腰痛は身体の動作が原因で生じた 0 1    2 3 4    5 6 
2．身体の動作は，私の腰の痛みを悪化させる 0 1    2 3 4    5 6 
3．身体の動作は，私の腰に悪い影響を与えるかもしれない 0 1    2 3 4    5 6 
4．私の腰痛を悪化させる（悪化させるかもしれない）よう
な身体の動作はするべきでない 
0 1    2 3 4    5 6 
5．私の腰痛を悪化させる（悪化させるかもしれない）よう
な身体の動作はできない 
0 1    2 3 4    5 6 
ここからは，あなたの普段の仕事がどの程度あなたの腰痛に影響するか，もしくは影響する可能性があるかに関する設問です．あな
たの考え方に合うものを以下から選んでください 
6．私の腰痛は，仕事のせいであるいは仕事中のハプニング
（偶発的な出来事）が原因で生じた 
0 1    2 3 4    5 6 
7．私の腰痛は仕事によりさらに悪化した 0 1    2 3 4    5 6 
8．私の腰痛に対して，私は補償を請求する権利がある 0 1    2 3 4    5 6 
9．私にとって普段の仕事は重労働過ぎる 0 1    2 3 4    5 6 
10．私の普段の仕事は，腰の痛みを悪化させる，もしくは悪
化させる可能性がある 
0 1    2 3 4    5 6 
11．私の普段の仕事は，私の腰に悪い影響を与えるかもしれ
ない 
0 1    2 3 4    5 6 
12．現在の腰痛を抱えたまま私の普段の仕事をすべきでない 0 1    2 3 4    5 6 
13．現在の腰痛を抱えたまま私の普段の仕事はできない 0 1    2 3 4    5 6 
14．私の腰痛が治るまで，私の普段の仕事はできない 0 1    2 3 4    5 6 
15．3か月以内に私の普段の仕事に復帰できるとは思わない 0 1    2 3 4   5 6 
16．もう二度と私の普段の仕事に復帰できるとは思わない 0 1    2 3 4    5 6 
日本語版 Fear-Avoidance Beliefs Questionnaire(作者より許可を得て抜粋) 
 
これで質問は終了となります．ご協力ありがとうございました． 
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【付録 2：検討課題 2の質問紙】 
医療・福祉現場で働く看護師の腰痛症に関するアンケート調査 
 
 これから，腰痛症に関する質問に回答していただきます．主に選択式の質問形式と
なっておりますので，あまり時間を掛けず直感で回答してください． 
 
 本調査の目的は，近年増加している勤労者の腰痛症に関して，医療・福祉現場で働
く方々が，どの程度悩まされているか．また，腰痛症に対してどのような考えをし
ているかを明らかにすることです． 
 
 アンケートによって得られたデータは速やかに個人が特定されないように加工し，
生データは破棄します． 
 
 得られたデータは個人が特定されないよう加工した上で，関連学会や雑誌に投稿す
る可能性があります． 
 
 参加は自由意志であり，回答を拒否されたとしても，何ら不利益は生じません．ま
た一旦回答した上で，本質問紙の提出を拒否することもできます． 
 
 上記に同意いただける方は，質問回答していただき，この質問紙を集団指導終了後
に出口の BOXに投函してください． 
 
 本アンケートの提出を持って，本研究および上記内容に同意いただいたと判断いた
します． 
 
 本研究についてご不明な点などございましたら，下記までご連絡ください． 
 
研究責任者 
聖隷クリストファー大学大学院 博士後期課程 齊藤誠 
【お問い合わせ先】 
1）聖隷クリストファー大学 
住所：〒433-8558 浜松市北区三方原町 3453 
E-mail：13dr03@g.seirei.ac.jp  
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年齢：    才   性別： 男 ・ 女   
 
勤務病棟：外来・急性期・回復期・療養型・その他（          ）  
 
現在の職種での経験年数：      年目 
（例：A院に 5年，現在の職場に勤務して 2年目であれば，経験年数は 7年目です．） 
 
 
腰痛によって過去に医師から診断を受けたことがありますか ある ・ ない 
 
ある場合は，診断名をご記入ください：                
 
日常生活および業務中を含めて最近 1週間の腰痛の程度の平均はどの程度でしたか．0を全
く痛みがない，10 を今まで経験した中で最も強い痛みとして当てはまる数字に〇を付けて
ください（腰痛の定義は，背部の第 12肋骨から臀溝までの範囲におけるどこかの疼痛とし
ます）． 
 
0 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 
痛くない                                強い痛み 
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以下は，腰痛に関する考え方についての質問です．それぞれの設問について，身体の動作（前かがみになる，持ち上げる，歩く，運
転するなど）があなたの腰痛にどれだけ影響するか，もしくは影響する可能性があるか，0から 6のなかで，最も当てはまる数字に
一つだけ○を付けてください． 
 
全くそう 
思わない 
… 
どちらともい
えない 
… 
全くその 
通りである 
1.私の腰痛は身体の動作が原因で生じた 0 1    2 3 4    5 6 
2．身体の動作は，私の腰の痛みを悪化させる 0 1    2 3 4    5 6 
3．身体の動作は，私の腰に悪い影響を与えるかもしれない 0 1    2 3 4    5 6 
4．私の腰痛を悪化させる（悪化させるかもしれない）よう
な身体の動作はするべきでない 
0 1    2 3 4    5 6 
5．私の腰痛を悪化させる（悪化させるかもしれない）よう
な身体の動作はできない 
0 1    2 3 4    5 6 
ここからは，あなたの普段の仕事がどの程度あなたの腰痛に影響するか，もしくは影響する可能性があるかに関する設問です．あな
たの考え方に合うものを以下から選んでください 
6．私の腰痛は，仕事のせいであるいは仕事中のハプニング
（偶発的な出来事）が原因で生じた 
0 1    2 3 4    5 6 
7．私の腰痛は仕事によりさらに悪化した 0 1    2 3 4    5 6 
8．私の腰痛に対して，私は補償を請求する権利がある 0 1    2 3 4    5 6 
9．私にとって普段の仕事は重労働過ぎる 0 1    2 3 4    5 6 
10．私の普段の仕事は，腰の痛みを悪化させる，もしくは悪
化させる可能性がある 
0 1    2 3 4    5 6 
11．私の普段の仕事は，私の腰に悪い影響を与えるかもしれ
ない 
0 1    2 3 4    5 6 
12．現在の腰痛を抱えたまま私の普段の仕事をすべきでない 0 1    2 3 4    5 6 
13．現在の腰痛を抱えたまま私の普段の仕事はできない 0 1    2 3 4    5 6 
14．私の腰痛が治るまで，私の普段の仕事はできない 0 1    2 3 4    5 6 
15．3か月以内に私の普段の仕事に復帰できるとは思わない 0 1    2 3 4   5 6 
16．もう二度と私の普段の仕事に復帰できるとは思わない 0 1    2 3 4    5 6 
日本語版 Fear-Avoidance Beliefs Questionnaire(作者より許可を得て抜粋) 
 
 
 
 
 
63 
 
以下は，集団指導実施後に記載してください． 
以下は，腰痛に関する考え方についての質問です．それぞれの設問について，身体の動作（前かがみになる，持ち上げる，歩く，運
転するなど）があなたの腰痛にどれだけ影響するか，もしくは影響する可能性があるか，0から 6のなかで，最も当てはまる数字に
一つだけ○を付けてください． 
 
全くそう 
思わない 
… 
どちらともい
えない 
… 
全くその 
通りである 
1.私の腰痛は身体の動作が原因で生じた 0 1    2 3 4    5 6 
2．身体の動作は，私の腰の痛みを悪化させる 0 1    2 3 4    5 6 
3．身体の動作は，私の腰に悪い影響を与えるかもしれない 0 1    2 3 4    5 6 
4．私の腰痛を悪化させる（悪化させるかもしれない）よう
な身体の動作はするべきでない 
0 1    2 3 4    5 6 
5．私の腰痛を悪化させる（悪化させるかもしれない）よう
な身体の動作はできない 
0 1    2 3 4    5 6 
ここからは，あなたの普段の仕事がどの程度あなたの腰痛に影響するか，もしくは影響する可能性があるかに関する設問です．あな
たの考え方に合うものを以下から選んでください 
6．私の腰痛は，仕事のせいであるいは仕事中のハプニング
（偶発的な出来事）が原因で生じた 
0 1    2 3 4    5 6 
7．私の腰痛は仕事によりさらに悪化した 0 1    2 3 4    5 6 
8．私の腰痛に対して，私は補償を請求する権利がある 0 1    2 3 4    5 6 
9．私にとって普段の仕事は重労働過ぎる 0 1    2 3 4    5 6 
10．私の普段の仕事は，腰の痛みを悪化させる，もしくは悪
化させる可能性がある 
0 1    2 3 4    5 6 
11．私の普段の仕事は，私の腰に悪い影響を与えるかもしれ
ない 
0 1    2 3 4    5 6 
12．現在の腰痛を抱えたまま私の普段の仕事をすべきでない 0 1    2 3 4    5 6 
13．現在の腰痛を抱えたまま私の普段の仕事はできない 0 1    2 3 4    5 6 
14．私の腰痛が治るまで，私の普段の仕事はできない 0 1    2 3 4    5 6 
15．3か月以内に私の普段の仕事に復帰できるとは思わない 0 1    2 3 4   5 6 
16．もう二度と私の普段の仕事に復帰できるとは思わない 0 1    2 3 4    5 6 
日本語版 Fear-Avoidance Beliefs Questionnaire(作者より許可を得て抜粋) 
これで質問は終了となります．ご協力ありがとうございました． 
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【付録 3：検討課題 2の参考資料】 
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